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第 1 章 総則 

第 1条（適用） 

（1）当社が、一般の需要に応じて電気を供給するときの電気料金その他の供給条件は、この J:COM電

力家庭用コース契約約款（以下「約款」といいます）によります。 

（2）約款は、以下に該当するお客さま（文脈により、以下「申込者」または「契約者」といいます）

に限り、適用するものとします。 

イ 別記 1に定める当社のサービス提供区域にて低圧で電気を利用されるお客さま 

ロ 別記 1に定める当社のサービス提供区域外かつ別記 2に定める一般送配電事業者または配電

事業者（以下、一般送配電事業者等）が維持および運用する供給設備を介して電気を供給す

る送配電区域にて、低圧で電気を利用されるお客さま 

（3）当社が提供する J:COM電力家庭用コース以外のサービス(以下「J:COMサービス」といいます。)

については、別に定める契約約款および規約等を適用するものとします。 

 

第 2条（約款の変更） 

（1）託送供給等約款が改定された場合、法令、条例または規則等が改正された場合、その他当社が必

要と判断した場合には、当社は、約款を変更することがあります。この場合には、料金その他の提

供条件は、変更後の約款によります。この場合、当社は、あらかじめ変更後の約款の内容およびそ

の効力発生時期をインターネットの利用その他の当社が適切と考える方法により周知することと

します。この周知が行なわれ、効力発生時期が到来した場合には、電気料金その他の供給条件は、

変更後の約款によります。また、契約者から求めがあった場合、当社は、契約者に対し、変更後の

供給条件を記載した書面を交付します。 

（2）当社が別に定めることとしている事項については、随時変更することがあります。 

（3）消費税法および地方消費税法の改正により消費税等（消費税法の規定により課される消費税およ

び地方税法の規定により課される地方消費税をいいます）の税率が変更された場合には、契約者は

変更された税率にもとづいて電気料金その他の債務に係る消費税等相当額を支払っていただきま

す。 

 

第 3条（定義） 

次の言葉は、約款においてそれぞれ次の意味で使用いたします。 

（1）一般送配電事業者等 

経済産業大臣の許可を受け、自らが維持し運用する送電用および配電用の電気工作物によりその供

給区域において託送供給を行なう事業者をいいます。 

（2）小売電気事業者 

経済産業大臣の登録を受け、電力の小売供給を行なう事業者をいいます。契約者へ提供する電力の

調達および電力の販売を行ないます。 
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（3）託送供給 

小売電気事業者が調達した電力を、一般送配電事業者等が維持し運用する送電用および配電用の電

気工作物により、契約者の需給地点まで送電することをいいます。 

（4）託送供給等約款 

接続供給契約の内容を定める一般送配電事業者等の約款で、電気事業法第 18 条第 1 項にもとづき

経済産業大臣より認可を受けたものをいいます。 

（5）需給地点 

当社が、契約者に電気の供給をするために一般送配電事業者等が行なう接続供給に係る電気の供給

を受ける地点をいいます。 

（6）電気工作物 

電気を供給するための設備、受電設備、屋内配線、電気使用設備等の総称をいいます。 

電気事業法上、電圧、電力の大きさで区分されており、一般の住宅等 600 ボルト以下で受電する電

気設備は一般用電気工作物となります。 

（7）低圧  

標準電圧 100ボルトまたは 200ボルトをいいます。 

（8）電灯 

白熱電球、けい光灯、ネオン管灯、水銀灯等の照明用電気機器（付属装置を含みます）をいいま

す。 

（9）小型機器 

主として住宅、店舗、事務所等において単相で使用される、電灯以外の低圧の電気機器をいいま

す。ただし、急激な電圧の変動等により他の契約者の電灯の使用を妨害し、または妨害するおそれ

があり、電灯と併用できないものは除きます。 

（10）動力 

電灯および小型機器以外の電気機器をいいます。 

（11）契約負荷設備 

契約上使用できる負荷設備をいいます。 

（12）契約主開閉器 

契約上設定されるしゃ断器であって、定格電流を上回る電流に対して電路をしゃ断し、契約者に

おいて使用する最大電流を制限するものをいいます。 

（13）契約容量 

契約上使用できる最大容量（キロボルトアンペア）をいいます。（14）契約電力 

契約上使用できる最大電力（キロワット）をいいます。 

（15）最大使用電力 

契約者が使用される電力の最大値をいいます。 

（16）再生可能エネルギー発電促進賦課金 

再生可能エネルギー電気の利用の促進に関する特別措置法（以下「再生可能エネルギー特別措置

法」といいます）第 36条第 1項に定める賦課金をいいます。 
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（17）貿易統計 

関税法にもとづき公表される統計をいいます。 

（18）平均燃料価格算定期間 

貿易統計の輸入品の数量および価額の値にもとづき平均燃料価格を算定する場合の期間とし、毎

年 1月 1日から 3月 31日までの期間、2月 1日から 4月 30日までの期間、3月 1日から 5月 31日

までの期間、4月 1日から 6月 30日までの期間、5月 1日から 7月 31日までの期間、6月 1日から

8月 31日までの期間、7月 1日から 9月 30日までの期間、8月 1日から 10月 31日までの期間、9

月 1日から 11月 30日までの期間、10月 1日から 12月 31日までの期間、11月 1日から翌年の 1

月 31日までの期間または 12月 1日から翌年の 2月 28日までの期間（翌年が閏年となる場合は、

翌年の 2月 29日までの期間といたします）をいいます。 

（19）供給地点特定番号 

需要場所において 1つ付与される番号であって、一般送配電事業者等または当社が設備情報およ

び使用量情報の閲覧または取得にあたり、対象供給地点を特定するための識別番号をいいます。 

（20）接続供給 

当社が契約者に電気の供給を行うために必要となる、当社が一般送配電事業者等から受ける電気

の供給をいいます。 

（21）接続供給契約 

当社が一般送配電事業者等と締結した接続供給にかかる契約をいいます。 

（22）契約 

本約款に基づき当社との間に締結される J:COM電力家庭用コースの契約をいいます。 

（23）申込者 

当社に契約の申込をした者をいいます。 

（24）契約者 

申込者のうち、当社が契約の申込を承諾し、当社との間で契約が成立した者をいいます。 

（25）定期契約 

当社が別に定める料金表Ⅱ第 4条に定める各種定期契約を総称したものをいいます。 

 

第 4条（単位および端数処理） 

約款において料金その他を計算する場合の単位およびその端数処理は、次のとおりといたします。 

（1）契約負荷設備の個々の容量の単位は、1ワットまたは 1ボルトアンペアとし、その端数は、小数

点以下第 1位で四捨五入いたします。 

（2）契約容量の単位は、1キロボルトアンペアとし、その端数は、小数点以下第 1位で四捨五入いた

します。 

（3）契約電力および最大使用電力の単位は、１キロワットとし、その端数は、小数点以下第１位で四

捨五入いたします。ただし、第 16条の 2（6）ニによって定められた値が 0.5キロワット以下とな

るときは、契約電力および最大使用電力を 0.5キロワットといたします。 

（4）使用電力量の単位は、1キロワット時とし、その端数は、小数点以下第 1位で四捨五入いたしま

す。ただし、30分ごとの使用電力量の単位は、最小位までといたします。 
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（5）力率の単位は、1パーセントとし、その端数は、小数点以下第 1位で四捨五入いたします。 

（6）料金その他の計算における合計金額の単位は、1円とし、その端数は、切り捨てます。 

   ただし、その計算途中においては、この限りではありません。 

 

第 5条（実施細目） 

約款の実施上必要な細目的事項は、約款の趣旨に則り、そのつど契約者と当社との協議によって定め

ます。なお、契約者は、一般送配電事業者等が、託送供給等約款の実施上、契約者との協議が必要であ

ると判断した場合、一般送配電事業者等と協議をしていただく必要があります。 
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第 2 章 契約の申込み 

第 6条（契約の申込み） 

（1）申込者は、あらかじめ約款に同意の上、次の事項を明らかにして当社所定の様式によって申込み

をしていただきます。ただし、軽易な内容のものについては、口頭、電話等による申込みを受け付

けることがあります。 

  現または旧小売電気事業者名、現または旧小売電気事業者の契約者番号、現または旧小売電気事

業者の契約名義、申込者の住所、供給地点特定番号、契約種別、契約負荷設備、契約主開閉器、契

約容量、契約電力、発電設備、蓄電池、業種、用途、供給開始希望日、使用期間および料金の支払

方法 

（2）契約負荷設備、契約容量および契約電力については、1年間を通じての最大の負荷を基準として、

お客さまから申し出ていただきます。この場合、1年間を通じての最大の負荷を確認するため、必

要に応じて使用開始希望日以降 1年間の電気の使用計画を文書により申し出ていただきます。 

（3）供給設備の工事を要する場合は、原則として、当社から一般送配電事業者等の供給設備の状況等

について照会をいたしますが、用地事情等により供給開始までに長期間を要することがあることを

ご了承ください。 

（4）電圧または周波数の変動等によって損害を受けるおそれがある場合は、無停電電源装置の設置等

必要な措置を講じていただきます。また、契約者が保安等のために必要とされる電気については、

その容量を明らかにしていただき、保安用の発電設備の設置、蓄電池装置の設置等必要な措置を講

じていただきます。 

 (5) 当社は、次のイからニの事項等を明らかにして、一般送配電事業者等の所定の様式により、託送

供給の申込みを行ないます。この場合、当社への情報開示にかかわる契約者の承諾書（一般送配電

事業者等の様式によります）を提出していただくことがあります。 

イ 契約者の名称、用途、需要場所（供給地点特定番号を含みます。）および供給地点 

ロ 供給地点における供給電気方式および供給電圧 

ハ 需要場所における負荷設備、主開閉器、受電設備および発電設備 

ニ 契約容量または契約電力 

(6) 第 1条（適用）（2）第 2項イおよびロに該当する申込者は、本条第 1項に基づき申込者が当社に

申し出た小売電気事業者と締結済みの電力供給契約における契約種別および契約容量または契約

電力に相当する当社の契約種別および契約容量または契約電力をお申込みいただくものとします。

その際、お申込みいただいた契約容量、または契約電力と、当社へ契約が切替わる時点で他の小売

電気事業者で利用されている契約容量、または契約電力が異なる場合、お申込みいただく契約容量

または契約電力は、当社へ契約が切替わる時点で他の小売電気事業者で利用されている契約容量、

または契約電力の値に決定いたします。新規で契約をお申込みいただく場合（他の小売電気事業者

からの切替を除きます。）は、建物の設備にて利用でき、かつ申込者にて選択する契約種別および

契約容量または契約電力をお申込みいただくものとします。 

 



 

-8- 

 

第 7条（契約の解除） 

（1）契約者は、当社が契約申込時に交付する書面の受領の日から起算して 8 日を経過するまでの間、

文書又は電磁的記録によりその契約の解除を行なうことができます。 

（2）前項の規定による契約の解除は、同項の文書又は電磁的記録を発したときにその効力を生じます。 

（3）第 1項の規定により契約の解除を行なった者は、実際に支払った手続きに関する費用の還付を請

求することができます。ただし、あらかじめ契約の解除をする意思をもって契約の申込みを行なっ

た場合等、契約者に対する保護を図ることとする同項の規定の趣旨に反していると明らかに認めら

れるときは、この限りではありません。 

（4） 第 1項の規定にかかわらず契約の申込み後、供給開始日までは、契約者は契約の解除を行なう

ことができます。この場合は、当社は契約者に対し、いかなる費用の負担も求めません。 

 

第 8条（契約の成立および利用期間） 

（1）契約は、申込みを当社が承諾したときに成立いたします。ただし、第 6条（契約の申込み）(1)

に定める申込内容に不備があり、かつ当社が申込書を受領してから、第 1条（適用）（2）イに該当

する契約者は 4ヶ月以内に、第 1条（適用）（2）ロに該当する契約者は 1ヶ月以内に、当該不備を

解消しない場合、契約は解除されるものとします。 

（2）利用期間は、契約が成立した日(以下「契約成立日」といいます)から、契約にもとづく電気の供

給が開始された日が属する年度（4月 1日から翌年の 3月 31日までの期間をいいます。）の末日ま

でといたします。 

（3）契約期間満了に先だって契約の消滅または変更がない場合は、契約は、契約期間満了後も 1年ご

とに同一条件で継続されるものといたします。 

(4) 当社は契約成立日以降、法令の定めに基づき、契約内容を記載した書面(以下「契約締結後書面」

といいます)を契約者に交付します。 

(5) 契約締結後書面は、次の方法により、交付します。なお、申込者はいずれかの方法を契約申込時

に選択するものとします。 

 イ 電磁的方法による交付 

 ロ 書面による交付 

 

第 9条（供給準備その他必要な手続きのための協力） 

契約者は、託送供給の実施にともない一般送配電事業者等が施設または所有する供給設備の工事およ

び維持のために必要な用地の確保等について協力していただきます。 

 

第 10条（需要場所） 

需要場所は、託送供給等約款に定めるところによるものといたします。 
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第 11条（契約の単位） 

当社は、原則として、1需要場所について 1契約種別を適用して、1契約を結びます。ただし、災害に

よる被害を防ぐための措置、温室効果ガス等の排出の抑制等のための措置、または電気工作物の設置お

よび運用の合理化のための措置その他の電気の使用者の利益に資する措置にともない、お客さまからの

申出がある場合で、当該一般送配電事業者等が技術上、保安上適当と認めたときを除きます。 

 

第 12条（供給の開始） 

（1）当社は、契約者の契約の申込みを承諾したときには、供給開始日を定め、供給準備その他必要な

手続きを経たのち、すみやかに電気を供給いたします。 

（2）当社は、天候、用地交渉または停電交渉等の事情によるやむをえない理由によって、あらかじめ

定めた供給開始日に電気を供給できないことが明らかとなった場合には、あらためて契約者および

一般送配電事業者等と協議の上、供給開始日を定めることとします。 

 

第 13条（供給の単位） 

当社は、託送供給等約款に定めるところにより、原則として、1 契約につき、1 供給電気方式、1 引込

みおよび 1計量をもって電気を供給いたします。 

 

 

第 14条（承諾の限界） 

当社は、法令、電気の供給状況、供給設備の状況、料金の支払状況（既に消滅しているものを含む他

の契約の料金に関し、支払期日を経過してなお支払われない場合を含みます）その他によってやむをえ

ない場合には、契約者による契約の申込みの全部または一部をお断りすることがあります。この場合、

当社は、契約者にその理由をお知らせいたします。 
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第 3 章 契約種別および料金 

第 15条（契約種別） 

契約種別は、次のとおりといたします。なお、契約者が契約種別を変更する場合には、料金表Ⅰ記載

のサービス変更手数料を当社にお支払いいただきます。 

需要区分 契約種別 

電灯需要 

従量メニュー 
従量Ａ 

従量Ｂ 

オール電化向けメニュー 

季節別時間帯別 

第 2季節別時間帯別 

時間帯別 

ピーク抑制 

夜間休日型 

電化住宅型 

グリーンメニュー 

グリーン従量Ａ 

グリーン従量Ｂ 

グリーン季節別時間帯別 

グリーン第 2季節別時間帯別 

グリーン時間帯別 

グリーンピーク抑制 

グリーン夜間休日型 

グリーン電化住宅型 

第 16条（従量メニュー） 

（1）従量Ａ 

イ 適用範囲 

電灯または小型機器を使用する需要で、使用する最大容量（以下「最大需要容量」といいます。）

が 6キロボルトアンペア未満であるであるものに適用いたします。 

ロ 供給電気方式、供給電圧および周波数 

供給電気方式および供給電圧は、交流単相 2線式標準電圧 100ボルトもしくは 200ボルトまたは

交流単相 3線式標準電圧 100ボルトおよび 200ボルトとし、周波数は、標準周波数 60ヘルツと

いたします。ただし、供給電気方式および供給電圧については、技術上やむをえない場合には、

交流 3相 3線式標準電圧 200ボルトとすることがあります。 

ハ 最大需要容量 

最大需要容量が 6キロボルトアンペア未満であることの決定は、負荷の実情に応じてお客さま

と当社との協議によって行ないます。 
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ニ 料金 

料金は、料金表Ⅲに定めるその月の使用電力量にもとづき算定された金額、別表 1（再生可能エ

ネルギー発電促進賦課金）(3)によって算定された再生可能エネルギー発電促進賦課金、別表 2

（燃料費調整）(1)ニによって算定された燃料費調整額および別表 16（電源調達調整）(2)に

よって算定された電源調達調整額の合計といたします。 

ホ 割引 

当社は、ニによって算定された料金から、以下の契約者区分に応じて算出される金額を割引い

たします。 

・契約者が第 1条（適用）（2）イおよびロに該当する場合 

電力の提供が開始された日を含む月の請求分より、ニによって算定された電力量料金から

以下の割引表に基づき算出した金額を割引いたします。 

割引表 

使用電力量 割引率 

15キロワット時をこえ 120キロワット時まで の 1 キロワット時につき 0.5％ 

120キロワット時をこえ 300キロワット時までの 1 キロワット時につき 1％ 

300キロワット時をこえる 1 キロワット時につき 10％ 

ヘ その他 

一般送配電事業者等は、最大需要容量が 6キロボルトアンペア未満であることを判別するための

装置を取り付けることがあります。 

（2）従量Ｂ 

イ 適用範囲 

電灯または小型機器を使用する需要で、契約容量が原則 6キロボルトアンペア以上であり、か

つ、原則として 50キロボルトアンペア未満であるものに適用いたします。 

ロ 供給電気方式、供給電圧および周波数 

供給電気方式および供給電圧は、交流単相 3線式標準電圧 100ボルトおよび 200ボルトとし、

周波数は、標準周波数 60ヘルツといたします。ただし、供給電気方式および供給電圧については、

技術上または一般送配電事業者等の供給設備の都合でやむをえない場合には、交流単相 2線式標

準電圧 100ボルトもしくは 200ボルトまたは交流 3相 3線式標準電圧 200ボルトとすることがあ

ります。 

ハ 契約負荷設備 

契約負荷設備をあらかじめ設定していただきます。 

ニ 契約容量 

（イ）契約容量は、契約負荷設備の総容量（入力といたします。なお、出力で表示されている

場合等は、契約負荷設備ごとに別表 4（負荷設備の入力換算容量）によって換算するものと

いたします）に次の係数を乗じてえた値といたします。ただし、差込口の数と電気機器の数

が異なる場合等特別の事情がある場合は、別表 3（契約負荷設備の総容量の算定）によって

総容量を定めます。 
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最初の 6 キロボルトアンペアにつき 95パーセント 

次の 14キロボルトアンペアにつき 85パーセント 

次の 30キロボルトアンペアにつき 75パーセント 

50キロボルトアンペアをこえる部分につき 65パーセント 

（ロ）契約者が契約主開閉器により契約容量を定めることを希望される場合には、契約容量は、

(イ)にかかわらず、契約主開閉器の定格電流にもとづき、別表 7（契約容量の算定方法）に

より算定された値といたします。この場合、契約主開閉器をあらかじめ設定していただきま

す。なお、一般送配電事業者等は、契約主開閉器が制限できる電流を、必要に応じて確認い

たします。 

ホ 料金 

料金は、料金表Ⅲに定める基本料金、電力量料金、別表 1（再生可能エネルギー発電促進賦課金）

(3)によって算定された再生可能エネルギー発電促進賦課金、別表 2（燃料費調整）(1)ニによって

算定された燃料費調整額および別表 16（電源調達調整）(2)によって算定された電源調達調整

額の合計といたします。 

（イ）基本料金 

基本料金は、１月につき料金表Ⅲに定めるとおりといたします。ただし、まったく電気を

使用しない場合の 1月あたりの基本料金は、料金表Ⅲに定める基本料金額の半額といたしま

す。 

（ロ）電力量料金 

電力量料金は、その 1月の使用電力量に対し、料金表Ⅲに定める 1キロワットあたりの電

力量料金を乗じることにより算定いたします。 

ヘ 割引 

当社は、ホによって算定された料金から、以下の契約者区分に応じて算出される金額を割引い

たします。 

・契約者が第 1条（適用）（2）第 2項イに該当する場合 

電力の提供が開始された日を含む月の請求分より、ホ（ロ）によって算定された電力量料

金から以下の割引表に基づき算出した金額を割引いたします。 

 割引表 

使用電力量 割引率 

最初の 120キロワット時まで の 1 キロワット時につき 0.5％ 

120キロワット時をこえ 300キロワット時までの 1 キロワット時につき 1％ 

300キロワット時をこえる 1 キロワット時につき 10％ 

 

第 16条の 2（オール電化向けメニュー） 

（1）季節別時間帯別 

イ 適用範囲 

第 16条（従量メニュー）(1)イまたは(2)イに定める適用範囲に該当する需要で、次のいずれ

にも該当する場合に適用いたします。 
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（１）別表 10（夜間蓄熱式機器）に定める小型機器（以下「夜間蓄熱式機器」といいます。）また

は別表 11（オフピーク蓄熱式電気温水器）に定める小型機器（以下「オフピーク蓄熱式電気温

水器」といいます。）を使用し、かつ、夜間蓄熱式機器の総容量（入力）またはオフピーク蓄

熱式電気温水器の総容量（入力）が１キロボルトアンペア以上であること。 

（２）ニ(ロ)に定めるデイ以外の時間帯への負荷移行が可能な需要であること。「デイ以外の時間

帯への負荷移行が可能な需要」とは、その負荷の使用目的から、使用時間帯を変更することが

可能な電気機器を使用する需要をいい、街路灯、看板灯、アパート等の集合住宅の共用灯等の

需要は含みません。 

ロ 供給電気方式、供給電圧および周波数 

供給電気方式および供給電圧は、交流単相 3 線式標準電圧 100ボルトおよび 200ボルトとし、

周波数は、標準周波数 60ヘルツといたします。ただし、供給電気方式および供給電圧について

は、技術上または一般送配電事業者等の供給設備の都合でやむをえない場合には、交流単相 2 線

式標準電圧 100ボルトまたは 200ボルトとすることがあります。 

ハ 契約容量 

契約容量は、以下のとおり、算定いたします。 

(１)以下(イ)によってえた値に 0．4を乗じてえた値が、以下(ロ)によってえた値以上と 

なる場合 

以下(1)によってえた値 

(２)以下(イ)によってえた値に 0．4を乗じてえた値が、以下(ロ)によってえた値未満と 

なる場合 

以下(1)によってえた値に以下(2)によってえた値に 0.1を乗じてえた値を加えた値 

  (イ)契約負荷設備のうち夜間蓄熱型機器以外のものについて、第 16条(従量メニュ 

ー)(2)二に定める従量 Bの契約容量算出方法に準じてえた値 

※夜間蓄熱式機器を除く最大需要容量が６キロボルトアンペア未満である場合には、

(イ)の値は、その最大需要容量にもとづき定めます。 

(ロ)契約負荷設備のうち夜間蓄熱型機器の総容量（入力） 

ニ 季節区分及び時間帯区分 

（イ） 季節区分は、次のとおりといたします。 

イ 夏季 

  毎年７月１日から９月 30日までの期間をいいます。 

ロ その他季 

毎年４月１日から６月 30日までの期間および毎年 10月１日から翌年３月 31日までの

期間をいいます。 

（ロ） 時間帯区分は、次のとおりといたします。 

イ デイ 

  毎日 10時から 17時までの時間をいいます。 

ロ ファミリー 

  毎日 8時から 10時までの時間および毎日 17時から 23時までの時間をいいます。 
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ハ ナイト 

  デイおよびファミリー以外の時間をいいます。 

ホ 料金 

料金は、料金表Ⅲに定める基本料金、電力量料金、別表 1（再生可能エネルギー発電促進賦課金）

(3)によって算定された再生可能エネルギー発電促進賦課金、別表 2（燃料費調整）(1)ニによって

算定された燃料費調整額および別表 16（電源調達調整）(2)によって算定された電源調達調整

額の合計といたします。 

（イ）基本料金 

基本料金は、１月につき料金表Ⅲに定めるとおりといたします。ただし、まったく電気を

使用しない場合の 1月あたりの基本料金は、料金表Ⅲに定める基本料金額の半額といたしま

す。 

（ロ）電力量料金 

電力量料金は、その 1月の料金表Ⅲに定める時間帯別の使用電力量によって算定いたしま

す。 

なお、デイの使用電力量については、その１月に夏季およびその他季がともに含まれる場

合には、計量値を確認するときを除き、その１月のデイタイムの使用電力量をその１月に含

まれる夏季およびその他季の日数の比であん分してえた値をそれぞれの使用電力量といたし

ます。 

（ハ）最低月額料金 

 （イ）および（ロ）によって算定された基本料金と電力量料金との合計が料金表Ⅲに定める

最低月額料金を下回る場合は、その１月の料金は、料金表Ⅲに定める最低月額料金および別

表 1（再生可能エネルギー発電促進賦課金）（３）によって算定された再生可能エネルギー発

電促進賦課金の合計といたします。 

へ 割引 

（イ）契約者が、別表 12（オール電化割引）の適用を受ける場合は、ホによって算定された料

金から、別表 12（オール電化割引）に定める割引額を割引いたします。 

（ロ）当社は、ホによって算定された料金から、以下の契約者区分に応じて算出される金額を

割引いたします。 

 ・契約者が第 1条（適用）(2)第 2項イに該当する場合 

電力の提供が開始された日を含む月の請求分より、ホ（ロ）によって算定された電力

量料金から以下の割引表に基づき算出した金額を割引いたします。 

割引表 

時間帯別 割引率 

デイ 夏季 2％ 

その他季 2％ 

ファミリー 2％ 

 

（2）第 2季節別時間帯別 
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イ 適用範囲 

第 16条（従量メニュー）(1)イまたは(2)イに定める適用範囲に該当する需要で、次のいずれにも

該当する場合に適用いたします。 

（１）別表 10（夜間蓄熱式機器）に定める小型機器（以下「夜間蓄熱式機器」といいます。）また

は別表 11（オフピーク蓄熱式電気温水器）に定める小型機器（以下「オフピーク蓄熱式電気温

水器」といいます。）を使用し、かつ、夜間蓄熱式機器の総容量（入力）またはオフピーク蓄

熱式電気温水器の総容量（入力）が１キロボルトアンペア以上であること。 

（２）ニ(ロ)イに定めるデイ以外の時間帯への負荷移行が可能な需要であること。 「デイ以外

の時間帯への負荷移行が可能な需要」とは、その負荷の使用目的から、使用時間帯を変更する

ことが可能な電気機器を使用する需要をいい、街路灯、看板灯、アパート等の集合住宅の共用

灯等の需要は含みません。 

ロ 供給電気方式、供給電圧および周波数 

供給電気方式および供給電圧は、交流単相 3 線式標準電圧 100ボルトおよび 200ボルトとし、

周波数は、標準周波数 60ヘルツといたします。ただし、供給電気方式および供給電圧について

は、技術上または一般送配電事業者等の供給設備の都合でやむをえない場合には、交流単相 2 線

式標準電圧 100ボルトまたは 200ボルトとすることがあります。 

ハ 契約容量 

契約容量は、以下のとおり、算定いたします。 

(１)以下(イ)によってえた値に 0．4を乗じてえた値が、以下(ロ)によってえた値以上と 

なる場合 

以下(1)によってえた値 

(２)以下(イ)によってえた値に 0．4を乗じてえた値が、以下(ロ)によってえた値未満と 

なる場合 

以下(1)によってえた値に以下(2)によってえた値に 0.1を乗じてえた値を加えた値 

  (イ)契約負荷設備のうち夜間蓄熱型機器以外のものについて、第 16条(従量メニュ 

ー)(2)二に定める従量 Bの契約容量算出方法に準じてえた値 

※夜間蓄熱式機器を除く最大需要容量が６キロボルトアンペア未満である場合には、

(イ)の値は、その最大需要容量にもとづき定めます。 

(ロ)契約負荷設備のうち夜間蓄熱型機器の総容量（入力） 

ニ 季節区分及び時間帯区分 

（イ） 季節区分は、次のとおりといたします。 

イ 夏季 

  毎年７月１日から９月 30日までの期間をいいます。 

ロ その他季 

毎年４月１日から６月 30日までの期間および毎年 10月１日から翌年３月 31日までの

期間をいいます。 

（ロ） 時間帯区分は、次のとおりといたします。 

イ デイ 
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  毎日 10時から 17時までの時間をいいます。 

ロ ファミリー 

  毎日 8時から 10時までの時間および毎日 17時から 23時までの時間をいいます。 

ハ ナイト 

  デイおよびファミリー以外の時間をいいます。 

ホ 料金 

料金は、１月につき料金表Ⅲに定める基本料金、電力量料金、別表 1（再生可能エネルギー発電

促進賦課金）(3)によって算定された再生可能エネルギー発電促進賦課金、別表 2（燃料費調整）

(1)ニによって算定された燃料費調整額および別表 16（電源調達調整）(2)によって算定された

電源調達調整額の合計といたします。 

（イ）基本料金 

基本料金は、料金表Ⅲに定めるとおりといたします。ただし、まったく電気を使用しない

場合の 1月あたりの基本料金は、料金表Ⅲに定める基本料金額の半額といたします。 

（ロ）電力量料金 

電力量料金は、その 1月の料金表Ⅲに定める時間帯別の使用電力量によって算定いたしま

す。 

なお、デイの使用電力量については、その１月に夏季およびその他季がともに含まれる場

合には、計量値を確認するときを除き、その１月のデイタイムの使用電力量をその１月に含

まれる夏季およびその他季の日数の比であん分してえた値をそれぞれの使用電力量といたし

ます。 

（ハ）最低月額料金 

 （イ）および（ロ）によって算定された基本料金と電力量料金との合計が料金表Ⅲに定める

最低月額料金を下回る場合は、その１月の料金は、料金表Ⅲに定める最低月額料金および別

表 1（再生可能エネルギー発電促進賦課金）（３）によって算定された再生可能エネルギー発

電促進賦課金の合計といたします。 

へ 割引 

（イ）契約者が、別表 12（オール電化割引）の適用を受ける場合は、ホによって算定された料

金から、別表 12（オール電化割引）に定める割引額を割引いたします。 

（ロ）当社は、ホによって算定された料金から、以下の契約者区分に応じて算出される金額を

割引いたします。 

 ・契約者が第 1条（適用）(2)イに該当する場合 

電力の提供が開始された日を含む月の請求分より、ホ（ロ）によって算定された電力

量料金から以下の割引表に基づき算出した金額を割引いたします。 

割引表 

時間帯別 割引率 

デイ 夏季 2％ 

その他季 2％ 

ファミリー 2％ 
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（3）時間帯別 

イ 適用範囲 

第 16条（従量メニュー）(1)イまたは(2)イに定める適用範囲に該当し、ニに定める昼間から

夜間への負荷移行が可能な需要であるものに適用いたします。「昼間から夜間への負荷移行が可

能な需要」とは、その負荷の使用目的から、使用時間帯を変更することが可能な電気機器を使

用する需要をいい、街路灯、看板灯、アパート等の集合住宅の共用灯等の需要は含みません。 

ロ 供給電気方式、供給電圧および周波数 

供給電気方式および供給電圧は、交流単相 3 線式標準電圧 100ボルトおよび 200ボルトとし、

周波数は、標準周波数 60ヘルツといたします。ただし、供給電気方式および供給電圧について

は、技術上または一般送配電事業者等の供給設備の都合でやむをえない場合には、交流単相 2 線

式標準電圧 100ボルトまたは 200ボルトとすることがあります。 

ハ 契約容量 

（イ）契約容量は、原則として第 16条(従量メニュー)に規定する従量 Bに準じて定めます。 

（ロ）お客さまと当社との協議により、使用する最大容量（以下「最大需要容量」といいます。）が

６キロボルトアンペア未満である場合にはその最大需要容量にもとづき契約容量を定めます。 

 なお、最大需要容量は、第 16条(従量メニュー)に規定する従量 A に準じてえた値といたします。 

（ハ）別表 10（夜間蓄熱式機器）に定める小型機器（以下「夜間蓄熱式機器」といいます。）を使用

される場合は、（１）にかかわらず、契約容量は、以下のとおり、算定いたします。 

(１)以下(イ)によってえた値に 0．4を乗じてえた値が、以下(ロ)によってえた値以上と 

なる場合 

以下(1)によってえた値 

(２)以下(イ)によってえた値に 0．4を乗じてえた値が、以下(ロ)によってえた値未満と 

なる場合 

以下(1)によってえた値に以下(2)によってえた値に 0.1を乗じてえた値を加えた値 

  (イ)契約負荷設備のうち夜間蓄熱型機器以外のものについて、原則として第 16条(従量

メニュー)(2)二に定める従量 Bの契約容量算出方法に準じてえた値 

※夜間蓄熱式機器を除く最大需要容量が６キロボルトアンペア未満である場合には、

(イ)の値は、その最大需要容量にもとづき定めます。 

(ロ)契約負荷設備のうち夜間蓄熱型機器の総容量（入力） 

ニ 時間帯区分 

時間帯区分は、次のとおりといたします。 

（イ）昼間 

毎日 8時から 23時までの時間をいいます。 

（ロ）夜間 

昼間以外の時間をいいます。 

ホ 料金 
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料金は、料金表Ⅲに定める基本料金、電力量料金、別表 1（再生可能エネルギー発電促進賦課金）

(3)によって算定された再生可能エネルギー発電促進賦課金、別表 2（燃料費調整）(1)ニによって

算定された燃料費調整額および別表 16（電源調達調整）(2)によって算定された電源調達調整

額の合計といたします。 

（イ）基本料金 

基本料金は、１月につき料金表Ⅲに定めるとおりといたします。ただし、まったく電気を

使用しない場合の 1月あたりの基本料金は、料金表Ⅲに定める基本料金額の半額といたしま

す。 

（ロ）電力量料金 

電力量料金は、その 1月の料金表Ⅲに定める時間帯別の使用電力量によって算定いたしま

す。 

（ハ）最低月額料金 

 （イ）および（ロ）によって算定された基本料金と電力量料金との合計が料金表Ⅲに定める

最低月額料金を下回る場合は、その１月の料金は、料金表Ⅲに定める最低月額料金および別

表 1（再生可能エネルギー発電促進賦課金）（３）によって算定された再生可能エネルギー発

電促進賦課金の合計といたします。 

へ 割引 

当社は、ホによって算定された料金から、以下の契約者区分に応じて算出される金額を割引い

たします。 

・契約者が第 1条（適用）第 2項ハに該当する場合 

電力の提供が開始された日を含む月の請求分より、ホ（ロ）によって算定された電力量料金

から以下の割引表に基づき算出した金額を割引いたします。 

割引表 

使用電力量（昼間） 割引率 

最初の 90キロワット時までの 1キロワット時につき 0.5％ 

90キロワット時をこえ 220キロワット時までの 1キロワット時につき 1％ 

220キロワット時をこえる 1キロワット時につき 3％ 

 

（4）ピーク抑制 

イ 適用範囲 

第 16条（従量メニュー）(1)イまたは(2)イに定める適用範囲に該当し、ニに定めるピーク以

外の時間帯への負荷移行が可能な需要であるものに適用いたします。「ピーク以外の時間帯への

負荷移行が可能な需要」とは、その負荷の使用目的から、使用時間帯を変更することが可能な

電気機器を使用する需要をいい、街路灯、看板灯、アパート等の集合住宅の共用灯等の需要は

含みません。 
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ロ 供給電気方式、供給電圧および周波数 

供給電気方式および供給電圧は、交流単相 3 線式標準電圧 100ボルトおよび 200ボルトとし、

周波数は、標準周波数 60ヘルツといたします。ただし、供給電気方式および供給電圧について

は、技術上または一般送配電事業者等の供給設備の都合でやむをえない場合には、交流単相 2 線

式標準電圧 100ボルトまたは 200ボルトとすることがあります。 

ハ 契約容量 

（イ）契約容量は、原則として第 16条(従量メニュー)に規定する従量 Bに準じて定めます。 

（ロ）お客さまと当社との協議により、使用する最大容量（以下「最大需要容量」といいます。）が

６キロボルトアンペア未満である場合にはその最大需要容量にもとづき契約容量を定めます。 

 なお、最大需要容量は、第 16条(従量メニュー)に規定する従量 A に準じてえた値といたします。 

（ハ）別表 10（夜間蓄熱式機器）に定める小型機器（以下「夜間蓄熱式機器」といいます。）を使用

される場合は、（１）にかかわらず、契約容量は、以下のとおり、算定いたします。 

(１)以下(イ)によってえた値に 0．4を乗じてえた値が、以下(ロ)によってえた値以上と 

なる場合 

以下(1)によってえた値 

(２)以下(イ)によってえた値に 0．4を乗じてえた値が、以下(ロ)によってえた値未満と 

なる場合 

以下(1)によってえた値に以下(2)によってえた値に 0.1を乗じてえた値を加えた値 

  (イ)契約負荷設備のうち夜間蓄熱型機器以外のものについて、原則として第 16条(従量

メニュー)(2)二に定める従量 Bの契約容量算出方法に準じてえた値 

※夜間蓄熱式機器を除く最大需要容量が６キロボルトアンペア未満である場合には、

(イ)の値は、その最大需要容量にもとづき定めます。 

(ロ)契約負荷設備のうち夜間蓄熱型機器の総容量（入力） 

ニ 季節区分及び時間帯区分 

（イ）季節区分は、次のとおりといたします。 

イ 夏季 

毎年７月１日から９月 30日までの期間をいいます。 

ロ その他季 

毎年４月１日から６月 30日までの期間および毎年 10月１日から翌年３月 31日までの期間

をいいます。 

（ロ）時間帯区分は、次のとおりといたします。 

イ ピーク 

夏季の毎日 13時から 16時までの時間をいいます。 

ロ オフピーク 

毎日 8時から 23時までの時間をいいます。ただし、ピーク時間を除きます。 

ハ 夜間 

ピークおよびオフピーク以外の時間をいいます。 

ホ 料金 
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料金は、料金表Ⅲに定める基本料金、電力量料金、別表 1（再生可能エネルギー発電促進賦課金）

(3)によって算定された再生可能エネルギー発電促進賦課金、別表 2（燃料費調整）(1)ニによって

算定された燃料費調整額および別表 16（電源調達調整）(2)によって算定された電源調達調整

額の合計といたします。 

（イ）基本料金 

基本料金は、１月につき料金表Ⅲに定めるとおりといたします。ただし、まったく電気を

使用しない場合の 1月あたりの基本料金は、料金表Ⅲに定める基本料金額の半額といたしま

す。 

（ロ）電力量料金 

電力量料金は、その 1月の料金表Ⅲに定める時間帯別の使用電力量によって算定いたしま

す。 

（ハ）最低月額料金 

 （イ）および（ロ）によって算定された基本料金と電力量料金との合計が料金表Ⅲに定める

最低月額料金を下回る場合は、その１月の料金は、料金表Ⅲに定める最低月額料金および別

表 1（再生可能エネルギー発電促進賦課金）（３）によって算定された再生可能エネルギー発

電促進賦課金の合計といたします。 

へ 割引 

当社は、ホによって算定された料金から、以下の契約者区分に応じて算出される金額を割引い

たします。 

・契約者が第 1条（適用）第 2項ハに該当する場合 

電力の提供が開始された日を含む月の請求分より、ホ（ロ）によって算定された電力量料金

から以下の割引表に基づき算出した金額を割引いたします。 

割引表 

時間帯別 割引率 

ピーク - 2％ 

オフピーク 

最初の 90キロワット時までの 1キロワット時につき 0.5％ 

90キロワット時をこえ 220キロワット時までの 1キロワット時につき 1％ 

220キロワット時をこえる 1キロワット時につき 3％ 

 

（5）夜間休日型 

イ 適用範囲 

電灯または小型機器を使用する需要で、かつ、ニに定めるデイ以外の時間帯への負荷移行が

可能な需要（その負荷の使用目的から、使用時間帯を変更することが可能な電気機器を使用す

る需要をいい、街路灯、看板灯、アパート等の集合住宅の共用灯等の需要は含みません。）で、

使用する最大容量（以下「最大需要容量」 といいます。）が６キロボルトアンペア未満である

ものに適用いたします。 

ロ 供給電気方式、供給電圧および周波数 
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供給電気方式および供給電圧は、交流単相 3 線式標準電圧 100ボルトおよび 200ボルトとし、

周波数は、標準周波数 60ヘルツといたします。ただし、供給電気方式および供給電圧について

は、技術上または一般送配電事業者等の供給設備の都合でやむをえない場合には、交流単相 2 線

式標準電圧 100ボルトまたは 200ボルトとすることがあります。 

ハ 季節区分及び時間帯区分 

（イ） 季節区分は、次のとおりといたします。 

イ 夏季 

  毎年７月１日から９月 30日までの期間をいいます。 

ロ その他季 

毎年 10月１日から翌年６月 30日までの期間をいいます。 

（ロ） 時間帯区分は、次のとおりといたします。 

イ デイ 

  毎日 9時から 21時までの時間をいいます。ただし別表 13（休日等）に定める日の該当 

する時間を除きます。 

ロ ナイト 

  デイおよびホリデー以外の時間をいいます。 

ハ ホリデー 

  別表 13（休日等）に定める日の全ての時間をいいます。 

ニ 料金 

料金は、料金表Ⅲに定める電力量料金、別表 1（再生可能エネルギー発電促進賦課金）(3)によ

って算定された再生可能エネルギー発電促進賦課金、別表 2（燃料費調整）(1)ニによって算定さ

れた燃料費調整額および別表 16（電源調達調整）(2)によって算定された電源調達調整額の合

計といたします。 

（イ）電力量料金 

電力量料金は、その 1月の料金表Ⅲに定める時間帯別の使用電力量によって算定いたしま

す。 

（ロ）最低月額料金 

 （イ）によって算定された電力量料金が料金表Ⅲに定める最低月額料金を下回る場合は、そ

の１月の料金は、料金表Ⅲに定める最低月額料金および別表 1（再生可能エネルギー発電促

進賦課金）（３）によって算定された再生可能エネルギー発電促進賦課金の合計といたしま

す。 

   ただし、次の期間の料金は、電力量料金および別表 1（再生可能エネルギー発電促進賦課

金）（３）によって算定された再生可能エネルギー発電促進賦課金の合計といたします。 

イ 電気の供給を開始した場合の開始日から直後の検針日の前日までの期間 

ロ 契約が消滅した場合の直前の検針日から消滅日の前日までの期間 

ハ 契約種別を変更した場合の変更日を含む料金の算定期間 
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ホ 割引 

当社は、ニによって算定された料金から、以下の契約者区分に応じて算出される金額を割引い

たします。 

・契約者が第 1条（適用）(2)第 2項イに該当する場合 

電力の提供が開始された日を含む月の請求分より、ニ（イ）によって算定された電力量料

金から以下の割引表に基づき算出した金額を割引いたします。 

割引表 

時間帯別 割引率 

デイ 夏季 2％ 

その他季 2％ 

 

（6）電化住宅型 

イ 適用範囲 

電灯または小型機器を使用する需要で、使用する最大容量（以下「最大需要容量」といいま

す。）が６キロボルトアンペア未満、または、契約電力が６キロワット以上であり、かつ、原則

として 50キロワット未満であるものに該当する需要で、次のいずれにも該当する場合に適用い

たします。 

（１）別表 10（夜間蓄熱式機器）に定める小型機器（以下「夜間蓄熱式機器」といいます。）また

は別表 11（オフピーク蓄熱式電気温水器）に定める小型機器（以下「オフピーク蓄熱式電気温

水器」といいます。）を使用し、かつ、夜間蓄熱式機器の総容量（入力）またはオフピーク蓄

熱式電気温水器の総容量（入力）が１キロボルトアンペア以上であること。 

（２）ハ(ロ)に定めるデイ以外の時間帯への負荷移行が可能な需要（その負荷の使用目的から、

使用時間帯を変更することが可能な電気機器を使用する需要をいい、街路灯、看板灯、アパー

ト等の集合住宅の共用灯等の需要は含みません。）であること。 

（３）お客さまが新たに電気の契約を希望される際は、別表 14（夜間蓄熱式機器を含むみなし契

約電力の算定）によって算定されたみなし契約電力が 50キロワット未満であること。 

ロ 供給電気方式、供給電圧および周波数 

供給電気方式および供給電圧は、交流単相 3 線式標準電圧 100ボルトおよび 200ボルトとし、

周波数は、標準周波数 60ヘルツといたします。ただし、供給電気方式および供給電圧について

は、技術上または一般送配電事業者等の供給設備の都合でやむをえない場合には、交流単相 2 線

式標準電圧 100ボルトまたは 200ボルトとすることがあります。 

ハ 契約負荷設備 

契約負荷設備をあらかじめ設定していただきます。 

ニ 契約電力 

契約電力は、次によって定めます。 

（イ）各月の契約電力は、次の場合を除き、その１月の最大使用電力と前 11月の最大使用電力

のうち、いずれか大きい値といたします。 
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イ 新たに電気の供給を受ける場合は、料金適用開始の日以降 12月の期間の各月の契約電

力は、その１月の最大使用電力と料金適用開始の日から前月までの最大使用電力のうち、

いずれか大きい値といたします。ただし、当社から新たに電気の供給を受ける前からお

客さまが同一の需要場所で一般送配電事業者等の供給設備により電気の供給を受けてい

た場合は、契約電力の決定上、新たに電気の供給を受ける場合とは認めません。 

ロ 契約負荷設備を増加される場合で、増加された日を含む１月の増加された日以降の期

間の最大使用電力の値がその１月の増加された日の前日までの期間の最大使用電力と前

11 月の最大使用電力のうちいずれか大きい値を上回るときは、その１月の増加された日

の前日までの期間の契約電力は、その期間の最大使用電力と前 11月の最大使用電力のう

ちいずれか大きい値とし、その１月の増加された日以降の期間は、その期間の最大使用

電力の値といたします。 

ハ 契約負荷設備を減少される場合等で、１年を通じての最大使用電力が減少することが

明らかなときは、減少された日を含む１月の減少された日の前日までの期間の契約電力

は、その期間の最大使用電力と前 11月の最大使用電力のうちいずれか大きい値とし、減

少された日以降 12月の期間の各月の契約電力（減少された日を含む１月の減少された日

以降の期間については、その期間の契約電力といたします。）は、契約負荷設備および別

表 15（主開閉器容量にもとづくみなし契約電力の算定）によって主開閉器の定格電流に

もとづいて算定された値等を基準として、お客さまと当社との協議によって定めた値と

いたします。ただし、減少された日以降 12月の期間で、その１月の最大使用電力と減少

された日から前月までの最大使用電力のうちいずれか大きい値がお客さまと当社との協

議によって定めた値を上回る場合（減少された日を含む１月の減少された日以降の期間

については、その期間の最大使用電力の値がお客さまと当社との協議によって定めた値

を上回る場合といたします。）は、契約電力は、その上回る最大使用電力の値といたしま

す。 

（ロ）料金の算定期間における最大使用電力は、電力量計により計量される 30分ごとの使用電

力量の最大値を２倍した値といたします。 

ホ 季節区分及び時間帯区分 

（イ） 季節区分は、次のとおりといたします。 

イ 夏季 

  毎年７月１日から９月 30日までの期間をいいます。 

ロ その他季 

毎年 10月１日から翌年６月 30日までの期間をいいます。 

（ロ） 時間帯区分は、次のとおりといたします。 

イ デイ 

  毎日 9時から 21時までの時間をいいます。ただし別表 13（休日等）に定める日の該当 

する時間を除きます。 

ロ ナイト 

  デイおよびホリデー以外の時間をいいます。 



 

-24- 

 

ハ ホリデー 

  別表 13（休日等）に定める日の全ての時間をいいます。 

ヘ 料金 

料金は、料金表Ⅲに定める基本料金、電力量料金、別表 1（再生可能エネルギー発電促進賦課金）

(3)によって算定された再生可能エネルギー発電促進賦課金、別表 2（燃料費調整）(1)ニによって

算定された燃料費調整額および別表 16（電源調達調整）(2)によって算定された電源調達調整

額の合計といたします。 

（イ）基本料金 

基本料金は、１月につき料金表Ⅲに定めるとおりといたします。ただし、まったく電気を

使用しない場合の 1月あたりの基本料金は、料金表Ⅲに定める基本料金額の半額といたしま

す。 

（ロ）電力量料金 

電力量料金は、その 1月の料金表Ⅲに定める時間帯別の使用電力量によって算定いたしま

す。 

ト 割引 

当社は、ヘによって算定された料金から、以下の契約者区分に応じて算出される金額を割引い

たします。 

・契約者が第 1条（適用）(2)イに該当する場合 

電力の提供が開始された日を含む月の請求分より、ヘ（ロ）によって算定された電力量料

金から以下の割引表に基づき算出した金額を割引いたします。 

割引表 

時間帯別 割引率 

デイ 夏季 2％ 

その他季 2％ 

 

第 16条の 3（グリーンメニュー） 

（1）グリーン従量Ａ 

イ 適用範囲 

電灯または小型機器を使用する需要で、使用する最大容量（以下「最大需要容量」といいます。）

が 6キロボルトアンペア未満であるであるものに適用いたします。 

ロ 供給電気方式、供給電圧および周波数 

供給電気方式および供給電圧は、交流単相 2線式標準電圧 100ボルトもしくは 200ボルトまたは

交流単相 3線式標準電圧 100ボルトおよび 200ボルトとし、周波数は、標準周波数 60ヘルツと

いたします。ただし、供給電気方式および供給電圧については、技術上やむをえない場合には、

交流 3相 3線式標準電圧 200ボルトとすることがあります。 

ハ 最大需要容量 

最大需要容量が 6キロボルトアンペア未満であることの決定は、負荷の実情に応じてお客さま

と当社との協議によって行ないます。 
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ニ 料金 

料金は、料金表Ⅲに定めるその月の使用電力量にもとづき算定された金額、別表 1（再生可能エ

ネルギー発電促進賦課金）(3)によって算定された再生可能エネルギー発電促進賦課金、別表 2

（燃料費調整）(1)ニによって算定された燃料費調整額および別表 16（電源調達調整）(2)に

よって算定された電源調達調整額の合計といたします。 

ホ その他 

一般送配電事業者等は、最大需要容量が 6キロボルトアンペア未満であることを判別するための

装置を取り付けることがあります。 

（2）グリーン従量Ｂ 

イ 適用範囲 

電灯または小型機器を使用する需要で、契約容量が原則 6キロボルトアンペア以上であり、か

つ、原則として 50キロボルトアンペア未満であるものに適用いたします。 

ロ 供給電気方式、供給電圧および周波数 

供給電気方式および供給電圧は、交流単相 3線式標準電圧 100ボルトおよび 200ボルトとし、

周波数は、標準周波数 60ヘルツといたします。ただし、供給電気方式および供給電圧については、

技術上または一般送配電事業者等の供給設備の都合でやむをえない場合には、交流単相 2線式標

準電圧 100ボルトもしくは 200ボルトまたは交流 3相 3線式標準電圧 200ボルトとすることがあ

ります。 

ハ 契約負荷設備 

契約負荷設備をあらかじめ設定していただきます。 

ニ 契約容量 

（イ）契約容量は、契約負荷設備の総容量（入力といたします。なお、出力で表示されている

場合等は、契約負荷設備ごとに別表 4（負荷設備の入力換算容量）によって換算するものと

いたします）に次の係数を乗じてえた値といたします。ただし、差込口の数と電気機器の数

が異なる場合等特別の事情がある場合は、別表 3（契約負荷設備の総容量の算定）によって

総容量を定めます。 

最初の 6 キロボルトアンペアにつき 95パーセント 

次の 14キロボルトアンペアにつき 85パーセント 

次の 30キロボルトアンペアにつき 75パーセント 

50キロボルトアンペアをこえる部分につき 65パーセント 

（ロ）契約者が契約主開閉器により契約容量を定めることを希望される場合には、契約容量は、

(イ)にかかわらず、契約主開閉器の定格電流にもとづき、別表 7（契約容量の算定方法）に

より算定された値といたします。この場合、契約主開閉器をあらかじめ設定していただきま

す。なお、一般送配電事業者等は、契約主開閉器が制限できる電流を、必要に応じて確認い

たします。 
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ホ 料金 

料金は、料金表Ⅲに定める基本料金、電力量料金、別表 1（再生可能エネルギー発電促進賦課金）

(3)によって算定された再生可能エネルギー発電促進賦課金、別表 2（燃料費調整）(1)ニによって

算定された燃料費調整額および別表 16（電源調達調整）(2)によって算定された電源調達調整

額の合計といたします。 

（イ）基本料金 

基本料金は、１月につき料金表Ⅲに定めるとおりといたします。ただし、まったく電気を

使用しない場合の 1月あたりの基本料金は、料金表Ⅲに定める基本料金額の半額といたしま

す。 

（ロ）電力量料金 

電力量料金は、その 1月の使用電力量に対し、料金表Ⅲに定める 1キロワットあたりの電

力量料金を乗じることにより算定いたします。 

 

（3）グリーン季節別時間帯別 

イ 適用範囲 

第 16条（従量メニュー）(1)イまたは(2)イに定める適用範囲に該当する需要で、次のいずれ

にも該当する場合に適用いたします。 

（１）別表 10（夜間蓄熱式機器）に定める小型機器（以下「夜間蓄熱式機器」といいます。）また

は別表 11（オフピーク蓄熱式電気温水器）に定める小型機器（以下「オフピーク蓄熱式電気温

水器」といいます。）を使用し、かつ、夜間蓄熱式機器の総容量（入力）またはオフピーク蓄

熱式電気温水器の総容量（入力）が１キロボルトアンペア以上であること。 

（２）ニ(ロ)に定めるデイ以外の時間帯への負荷移行が可能な需要であること。「デイ以外の時間

帯への負荷移行が可能な需要」とは、その負荷の使用目的から、使用時間帯を変更することが

可能な電気機器を使用する需要をいい、街路灯、看板灯、アパート等の集合住宅の共用灯等の

需要は含みません。 

ロ 供給電気方式、供給電圧および周波数 

供給電気方式および供給電圧は、交流単相 3 線式標準電圧 100ボルトおよび 200ボルトとし、

周波数は、標準周波数 60ヘルツといたします。ただし、供給電気方式および供給電圧について

は、技術上または一般送配電事業者等の供給設備の都合でやむをえない場合には、交流単相 2 線

式標準電圧 100ボルトまたは 200ボルトとすることがあります。 

ハ 契約容量 

契約容量は、以下のとおり、算定いたします。 

(１)以下(イ)によってえた値に 0．4を乗じてえた値が、以下(ロ)によってえた値以上と 

なる場合 

以下(1)によってえた値 

(２)以下(イ)によってえた値に 0．4を乗じてえた値が、以下(ロ)によってえた値未満と 

なる場合 

以下(1)によってえた値に以下(2)によってえた値に 0.1を乗じてえた値を加えた値 
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  (イ)契約負荷設備のうち夜間蓄熱型機器以外のものについて、第 16条(従量メニュ 

ー)(2)二に定める従量 Bの契約容量算出方法に準じてえた値 

※夜間蓄熱式機器を除く最大需要容量が６キロボルトアンペア未満である場合には、

(イ)の値は、その最大需要容量にもとづき定めます。 

(ロ)契約負荷設備のうち夜間蓄熱型機器の総容量（入力） 

ニ 季節区分及び時間帯区分 

（イ） 季節区分は、次のとおりといたします。 

イ 夏季 

  毎年７月１日から９月 30日までの期間をいいます。 

ロ その他季 

毎年４月１日から６月 30日までの期間および毎年 10月１日から翌年３月 31日までの

期間をいいます。 

（ロ） 時間帯区分は、次のとおりといたします。 

イ デイ 

  毎日 10時から 17時までの時間をいいます。 

ロ ファミリー 

  毎日 8時から 10時までの時間および毎日 17時から 23時までの時間をいいます。 

ハ ナイト 

  デイおよびファミリー以外の時間をいいます。 

ホ 料金 

料金は、料金表Ⅲに定める基本料金、電力量料金、別表 1（再生可能エネルギー発電促進賦課金）

(3)によって算定された再生可能エネルギー発電促進賦課金、別表 2（燃料費調整）(1)ニによって

算定された燃料費調整額および別表 16（電源調達調整）(2)によって算定された電源調達調整

額の合計といたします。 

（イ）基本料金 

基本料金は、１月につき料金表Ⅲに定めるとおりといたします。ただし、まったく電気を

使用しない場合の 1月あたりの基本料金は、料金表Ⅲに定める基本料金額の半額といたしま

す。 

（ロ）電力量料金 

電力量料金は、その 1月の料金表Ⅲに定める時間帯別の使用電力量によって算定いたしま

す。 

なお、デイの使用電力量については、その１月に夏季およびその他季がともに含まれる場

合には、計量値を確認するときを除き、その１月のデイタイムの使用電力量をその１月に含

まれる夏季およびその他季の日数の比であん分してえた値をそれぞれの使用電力量といたし

ます。 

（ハ）最低月額料金 
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 （イ）および（ロ）によって算定された基本料金と電力量料金との合計が料金表Ⅲに定める

最低月額料金を下回る場合は、その１月の料金は、料金表Ⅲに定める最低月額料金および別

表 1（再生可能エネルギー発電促進賦課金）（３）によって算定された再生可能エネルギー発

電促進賦課金の合計といたします。 

へ 割引 

契約者が、別表 12（オール電化割引）の適用を受ける場合は、ホによって算定された料金から、

別表 12（オール電化割引）に定める割引額を割引いたします。 

 

（4）グリーン第 2季節別時間帯別 

イ 適用範囲 

第 16条（従量メニュー）(1)イまたは(2)イに定める適用範囲に該当する需要で、次のいずれにも

該当する場合に適用いたします。 

（１）別表 10（夜間蓄熱式機器）に定める小型機器（以下「夜間蓄熱式機器」といいます。）また

は別表 11（オフピーク蓄熱式電気温水器）に定める小型機器（以下「オフピーク蓄熱式電気温

水器」といいます。）を使用し、かつ、夜間蓄熱式機器の総容量（入力）またはオフピーク蓄

熱式電気温水器の総容量（入力）が１キロボルトアンペア以上であること。 

（２）ニ(ロ)イに定めるデイ以外の時間帯への負荷移行が可能な需要であること。 「デイ以外

の時間帯への負荷移行が可能な需要」とは、その負荷の使用目的から、使用時間帯を変更する

ことが可能な電気機器を使用する需要をいい、街路灯、看板灯、アパート等の集合住宅の共用

灯等の需要は含みません。 

ロ 供給電気方式、供給電圧および周波数 

供給電気方式および供給電圧は、交流単相 3 線式標準電圧 100ボルトおよび 200ボルトとし、

周波数は、標準周波数 60ヘルツといたします。ただし、供給電気方式および供給電圧について

は、技術上または一般送配電事業者等の供給設備の都合でやむをえない場合には、交流単相 2 線

式標準電圧 100ボルトまたは 200ボルトとすることがあります。 

ハ 契約容量 

契約容量は、以下のとおり、算定いたします。 

(１)以下(イ)によってえた値に 0．4を乗じてえた値が、以下(ロ)によってえた値以上と 

なる場合 

以下(1)によってえた値 

(２)以下(イ)によってえた値に 0．4を乗じてえた値が、以下(ロ)によってえた値未満と 

なる場合 

以下(1)によってえた値に以下(2)によってえた値に 0.1を乗じてえた値を加えた値 

  (イ)契約負荷設備のうち夜間蓄熱型機器以外のものについて、第 16条(従量メニュ 

ー)(2)二に定める従量 Bの契約容量算出方法に準じてえた値 

※夜間蓄熱式機器を除く最大需要容量が６キロボルトアンペア未満である場合には、

(イ)の値は、その最大需要容量にもとづき定めます。 

(ロ)契約負荷設備のうち夜間蓄熱型機器の総容量（入力） 
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ニ 季節区分及び時間帯区分 

（イ） 季節区分は、次のとおりといたします。 

イ 夏季 

  毎年７月１日から９月 30日までの期間をいいます。 

ロ その他季 

毎年４月１日から６月 30日までの期間および毎年 10月１日から翌年３月 31日までの

期間をいいます。 

（ロ） 時間帯区分は、次のとおりといたします。 

イ デイ 

  毎日 10時から 17時までの時間をいいます。 

ロ ファミリー 

  毎日 8時から 10時までの時間および毎日 17時から 23時までの時間をいいます。 

ハ ナイト 

  デイおよびファミリー以外の時間をいいます。 

ホ 料金 

料金は、１月につき料金表Ⅲに定める基本料金、電力量料金、別表 1（再生可能エネルギー発電

促進賦課金）(3)によって算定された再生可能エネルギー発電促進賦課金、別表 2（燃料費調整）

(1)ニによって算定された燃料費調整額および別表 16（電源調達調整）(2)によって算定された

電源調達調整額の合計といたします。 

（イ）基本料金 

基本料金は、料金表Ⅲに定めるとおりといたします。ただし、まったく電気を使用しない

場合の 1月あたりの基本料金は、料金表Ⅲに定める基本料金額の半額といたします。 

（ロ）電力量料金 

電力量料金は、その 1月の料金表Ⅲに定める時間帯別の使用電力量によって算定いたしま

す。 

なお、デイの使用電力量については、その１月に夏季およびその他季がともに含まれる場

合には、計量値を確認するときを除き、その１月のデイタイムの使用電力量をその１月に含

まれる夏季およびその他季の日数の比であん分してえた値をそれぞれの使用電力量といたし

ます。 

（ハ）最低月額料金 

 （イ）および（ロ）によって算定された基本料金と電力量料金との合計が料金表Ⅲに定める

最低月額料金を下回る場合は、その１月の料金は、料金表Ⅲに定める最低月額料金および別

表 1（再生可能エネルギー発電促進賦課金）（３）によって算定された再生可能エネルギー発

電促進賦課金の合計といたします。 

へ 割引 

契約者が、別表 12（オール電化割引）の適用を受ける場合は、ホによって算定された料金から、

別表 12（オール電化割引）に定める割引額を割引いたします。 
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（5）グリーン時間帯別 

イ 適用範囲 

第 16条（従量メニュー）(1)イまたは(2)イに定める適用範囲に該当し、ニに定める昼間から

夜間への負荷移行が可能な需要であるものに適用いたします。「昼間から夜間への負荷移行が可

能な需要」とは、その負荷の使用目的から、使用時間帯を変更することが可能な電気機器を使

用する需要をいい、街路灯、看板灯、アパート等の集合住宅の共用灯等の需要は含みません。 

ロ 供給電気方式、供給電圧および周波数 

供給電気方式および供給電圧は、交流単相 3 線式標準電圧 100ボルトおよび 200ボルトとし、

周波数は、標準周波数 60ヘルツといたします。ただし、供給電気方式および供給電圧について

は、技術上または一般送配電事業者等の供給設備の都合でやむをえない場合には、交流単相 2 線

式標準電圧 100ボルトまたは 200ボルトとすることがあります。 

ハ 契約容量 

（イ）契約容量は、原則として第 16条(従量メニュー)に規定する従量 Bに準じて定めます。 

（ロ）お客さまと当社との協議により、使用する最大容量（以下「最大需要容量」といいます。）が

６キロボルトアンペア未満である場合にはその最大需要容量にもとづき契約容量を定めます。 

 なお、最大需要容量は、第 16条(従量メニュー)に規定する従量 A に準じてえた値といたします。 

（ハ）別表 10（夜間蓄熱式機器）に定める小型機器（以下「夜間蓄熱式機器」といいます。）を使用

される場合は、（１）にかかわらず、契約容量は、以下のとおり、算定いたします。 

(１)以下(イ)によってえた値に 0．4を乗じてえた値が、以下(ロ)によってえた値以上と 

なる場合 

以下(1)によってえた値 

(２)以下(イ)によってえた値に 0．4を乗じてえた値が、以下(ロ)によってえた値未満と 

なる場合 

以下(1)によってえた値に以下(2)によってえた値に 0.1を乗じてえた値を加えた値 

  (イ)契約負荷設備のうち夜間蓄熱型機器以外のものについて、原則として第 16条(従量

メニュー)(2)二に定める従量 Bの契約容量算出方法に準じてえた値 

※夜間蓄熱式機器を除く最大需要容量が６キロボルトアンペア未満である場合には、

(イ)の値は、その最大需要容量にもとづき定めます。 

(ロ)契約負荷設備のうち夜間蓄熱型機器の総容量（入力） 

ニ 時間帯区分 

時間帯区分は、次のとおりといたします。 

（イ）昼間 

毎日 8時から 23時までの時間をいいます。 

（ロ）夜間 

昼間以外の時間をいいます。 
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ホ 料金 

料金は、料金表Ⅲに定める基本料金、電力量料金、別表 1（再生可能エネルギー発電促進賦課金）

(3)によって算定された再生可能エネルギー発電促進賦課金、別表 2（燃料費調整）(1)ニによって

算定された燃料費調整額および別表 16（電源調達調整）(2)によって算定された電源調達調整

額の合計といたします。 

（イ）基本料金 

基本料金は、１月につき料金表Ⅲに定めるとおりといたします。ただし、まったく電気を

使用しない場合の 1月あたりの基本料金は、料金表Ⅲに定める基本料金額の半額といたしま

す。 

（ロ）電力量料金 

電力量料金は、その 1月の料金表Ⅲに定める時間帯別の使用電力量によって算定いたしま

す。 

（ハ）最低月額料金 

 （イ）および（ロ）によって算定された基本料金と電力量料金との合計が料金表Ⅲに定める

最低月額料金を下回る場合は、その１月の料金は、料金表Ⅲに定める最低月額料金および別

表 1（再生可能エネルギー発電促進賦課金）（３）によって算定された再生可能エネルギー発

電促進賦課金の合計といたします。 

 

（6）グリーンピーク抑制 

イ 適用範囲 

第 16条（従量メニュー）(1)イまたは(2)イに定める適用範囲に該当し、ニに定めるピーク以

外の時間帯への負荷移行が可能な需要であるものに適用いたします。「ピーク以外の時間帯への

負荷移行が可能な需要」とは、その負荷の使用目的から、使用時間帯を変更することが可能な

電気機器を使用する需要をいい、街路灯、看板灯、アパート等の集合住宅の共用灯等の需要は

含みません。 

ロ 供給電気方式、供給電圧および周波数 

供給電気方式および供給電圧は、交流単相 3 線式標準電圧 100ボルトおよび 200ボルトとし、

周波数は、標準周波数 60ヘルツといたします。ただし、供給電気方式および供給電圧について

は、技術上または一般送配電事業者等の供給設備の都合でやむをえない場合には、交流単相 2 線

式標準電圧 100ボルトまたは 200ボルトとすることがあります。 

ハ 契約容量 

（イ）契約容量は、原則として第 16条(従量メニュー)に規定する従量 Bに準じて定めます。 

（ロ）お客さまと当社との協議により、使用する最大容量（以下「最大需要容量」といいます。）が

６キロボルトアンペア未満である場合にはその最大需要容量にもとづき契約容量を定めます。 

 なお、最大需要容量は、第 16条(従量メニュー)に規定する従量 A に準じてえた値といたします。 

（ハ）別表 10（夜間蓄熱式機器）に定める小型機器（以下「夜間蓄熱式機器」といいます。）を使用

される場合は、（１）にかかわらず、契約容量は、以下のとおり、算定いたします。 
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(１)以下(イ)によってえた値に 0．4を乗じてえた値が、以下(ロ)によってえた値以上と 

なる場合 

以下(1)によってえた値 

(２)以下(イ)によってえた値に 0．4を乗じてえた値が、以下(ロ)によってえた値未満と 

なる場合 

以下(1)によってえた値に以下(2)によってえた値に 0.1を乗じてえた値を加えた値 

  (イ)契約負荷設備のうち夜間蓄熱型機器以外のものについて、原則として第 16条(従量

メニュー)(2)二に定める従量 Bの契約容量算出方法に準じてえた値 

※夜間蓄熱式機器を除く最大需要容量が６キロボルトアンペア未満である場合には、

(イ)の値は、その最大需要容量にもとづき定めます。 

(ロ)契約負荷設備のうち夜間蓄熱型機器の総容量（入力） 

ニ 季節区分及び時間帯区分 

（イ）季節区分は、次のとおりといたします。 

イ 夏季 

毎年７月１日から９月 30日までの期間をいいます。 

ロ その他季 

毎年４月１日から６月 30日までの期間および毎年 10月１日から翌年３月 31日までの期間

をいいます。 

（ロ）時間帯区分は、次のとおりといたします。 

イ ピーク 

夏季の毎日 13時から 16時までの時間をいいます。 

ロ オフピーク 

毎日 8時から 23時までの時間をいいます。ただし、ピーク時間を除きます。 

ハ 夜間 

ピークおよびオフピーク以外の時間をいいます。 

ホ 料金 

料金は、料金表Ⅲに定める基本料金、電力量料金、別表 1（再生可能エネルギー発電促進賦課金）

(3)によって算定された再生可能エネルギー発電促進賦課金、別表 2（燃料費調整）(1)ニによって

算定された燃料費調整額および別表 16（電源調達調整）(2)によって算定された電源調達調整

額の合計といたします。 

（イ）基本料金 

基本料金は、１月につき料金表Ⅲに定めるとおりといたします。ただし、まったく電気を

使用しない場合の 1月あたりの基本料金は、料金表Ⅲに定める基本料金額の半額といたしま

す。 

（ロ）電力量料金 

電力量料金は、その 1月の料金表Ⅲに定める時間帯別の使用電力量によって算定いたしま

す。 

（ハ）最低月額料金 
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 （イ）および（ロ）によって算定された基本料金と電力量料金との合計が料金表Ⅲに定める

最低月額料金を下回る場合は、その１月の料金は、料金表Ⅲに定める最低月額料金および別

表 1（再生可能エネルギー発電促進賦課金）（３）によって算定された再生可能エネルギー発

電促進賦課金の合計といたします。 

 

（7）グリーン夜間休日型 

イ 適用範囲 

電灯または小型機器を使用する需要で、かつ、ニに定めるデイ以外の時間帯への負荷移行が

可能な需要（その負荷の使用目的から、使用時間帯を変更することが可能な電気機器を使用す

る需要をいい、街路灯、看板灯、アパート等の集合住宅の共用灯等の需要は含みません。）で、

使用する最大容量（以下「最大需要容量」 といいます。）が６キロボルトアンペア未満である

ものに適用いたします。 

ロ 供給電気方式、供給電圧および周波数 

供給電気方式および供給電圧は、交流単相 3 線式標準電圧 100ボルトおよび 200ボルトとし、

周波数は、標準周波数 60ヘルツといたします。ただし、供給電気方式および供給電圧について

は、技術上または一般送配電事業者等の供給設備の都合でやむをえない場合には、交流単相 2 線

式標準電圧 100ボルトまたは 200ボルトとすることがあります。 

ハ 季節区分及び時間帯区分 

（イ） 季節区分は、次のとおりといたします。 

イ 夏季 

  毎年７月１日から９月 30日までの期間をいいます。 

ロ その他季 

毎年 10月１日から翌年６月 30日までの期間をいいます。 

（ロ） 時間帯区分は、次のとおりといたします。 

イ デイ 

  毎日 9時から 21時までの時間をいいます。ただし別表 13（休日等）に定める日の該当 

する時間を除きます。 

ロ ナイト 

  デイおよびホリデー以外の時間をいいます。 

ハ ホリデー 

  別表 13（休日等）に定める日の全ての時間をいいます。 

ニ 料金 

料金は、料金表Ⅲに定める電力量料金、別表 1（再生可能エネルギー発電促進賦課金）(3)によ

って算定された再生可能エネルギー発電促進賦課金、別表 2（燃料費調整）(1)ニによって算定さ

れた燃料費調整額および別表 16（電源調達調整）(2)によって算定された電源調達調整額の合

計といたします。 

（イ）電力量料金 
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電力量料金は、その 1月の料金表Ⅲに定める時間帯別の使用電力量によって算定いたしま

す。 

（ロ）最低月額料金 

 （イ）によって算定された電力量料金が料金表Ⅲに定める最低月額料金を下回る場合は、そ

の１月の料金は、料金表Ⅲに定める最低月額料金および別表 1（再生可能エネルギー発電促

進賦課金）（３）によって算定された再生可能エネルギー発電促進賦課金の合計といたしま

す。 

   ただし、次の期間の料金は、電力量料金および別表 1（再生可能エネルギー発電促進賦課

金）（３）によって算定された再生可能エネルギー発電促進賦課金の合計といたします。 

イ 電気の供給を開始した場合の開始日から直後の検針日の前日までの期間 

ロ 契約が消滅した場合の直前の検針日から消滅日の前日までの期間 

ハ 契約種別を変更した場合の変更日を含む料金の算定期間 

 

（8）グリーン電化住宅型 

イ 適用範囲 

電灯または小型機器を使用する需要で、使用する最大容量（以下「最大需要容量」といいま

す。）が６キロボルトアンペア未満、または、契約電力が６キロワット以上であり、かつ、原則

として 50キロワット未満であるものに該当する需要で、次のいずれにも該当する場合に適用い

たします。 

（１）別表 10（夜間蓄熱式機器）に定める小型機器（以下「夜間蓄熱式機器」といいます。）また

は別表 11（オフピーク蓄熱式電気温水器）に定める小型機器（以下「オフピーク蓄熱式電気温

水器」といいます。）を使用し、かつ、夜間蓄熱式機器の総容量（入力）またはオフピーク蓄

熱式電気温水器の総容量（入力）が１キロボルトアンペア以上であること。 

（２）ハ(ロ)に定めるデイ以外の時間帯への負荷移行が可能な需要（その負荷の使用目的から、

使用時間帯を変更することが可能な電気機器を使用する需要をいい、街路灯、看板灯、アパー

ト等の集合住宅の共用灯等の需要は含みません。）であること。 

（３）お客さまが新たに電気の契約を希望される際は、別表 14（夜間蓄熱式機器を含むみなし契

約電力の算定）によって算定されたみなし契約電力が 50キロワット未満であること。 

ロ 供給電気方式、供給電圧および周波数 

供給電気方式および供給電圧は、交流単相 3 線式標準電圧 100ボルトおよび 200ボルトとし、

周波数は、標準周波数 60ヘルツといたします。ただし、供給電気方式および供給電圧について

は、技術上または一般送配電事業者等の供給設備の都合でやむをえない場合には、交流単相 2 線

式標準電圧 100ボルトまたは 200ボルトとすることがあります。 

ハ 契約負荷設備 

契約負荷設備をあらかじめ設定していただきます。 

ニ 契約電力 

契約電力は、次によって定めます。 
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（イ）各月の契約電力は、次の場合を除き、その１月の最大使用電力と前 11月の最大使用電力

のうち、いずれか大きい値といたします。 

イ 新たに電気の供給を受ける場合は、料金適用開始の日以降 12月の期間の各月の契約電

力は、その１月の最大使用電力と料金適用開始の日から前月までの最大使用電力のうち、

いずれか大きい値といたします。ただし、当社から新たに電気の供給を受ける前からお

客さまが同一の需要場所で一般送配電事業者等の供給設備により電気の供給を受けてい

た場合は、契約電力の決定上、新たに電気の供給を受ける場合とは認めません。 

ロ 契約負荷設備を増加される場合で、増加された日を含む１月の増加された日以降の期

間の最大使用電力の値がその１月の増加された日の前日までの期間の最大使用電力と前

11 月の最大使用電力のうちいずれか大きい値を上回るときは、その１月の増加された日

の前日までの期間の契約電力は、その期間の最大使用電力と前 11月の最大使用電力のう

ちいずれか大きい値とし、その１月の増加された日以降の期間は、その期間の最大使用

電力の値といたします。 

ハ 契約負荷設備を減少される場合等で、１年を通じての最大使用電力が減少することが

明らかなときは、減少された日を含む１月の減少された日の前日までの期間の契約電力

は、その期間の最大使用電力と前 11月の最大使用電力のうちいずれか大きい値とし、減

少された日以降 12月の期間の各月の契約電力（減少された日を含む１月の減少された日

以降の期間については、その期間の契約電力といたします。）は、契約負荷設備および別

表 15（主開閉器容量にもとづくみなし契約電力の算定）によって主開閉器の定格電流に

もとづいて算定された値等を基準として、お客さまと当社との協議によって定めた値と

いたします。ただし、減少された日以降 12月の期間で、その１月の最大使用電力と減少

された日から前月までの最大使用電力のうちいずれか大きい値がお客さまと当社との協

議によって定めた値を上回る場合（減少された日を含む１月の減少された日以降の期間

については、その期間の最大使用電力の値がお客さまと当社との協議によって定めた値

を上回る場合といたします。）は、契約電力は、その上回る最大使用電力の値といたしま

す。 

（ロ）料金の算定期間における最大使用電力は、電力量計により計量される 30分ごとの使用電

力量の最大値を２倍した値といたします。 

ホ 季節区分及び時間帯区分 

（イ） 季節区分は、次のとおりといたします。 

イ 夏季 

  毎年７月１日から９月 30日までの期間をいいます。 

ロ その他季 

毎年 10月１日から翌年６月 30日までの期間をいいます。 

（ロ） 時間帯区分は、次のとおりといたします。 

イ デイ 

  毎日 9時から 21時までの時間をいいます。ただし別表 13（休日等）に定める日の該当 

する時間を除きます。 
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ロ ナイト 

  デイおよびホリデー以外の時間をいいます。 

ハ ホリデー 

  別表 13（休日等）に定める日の全ての時間をいいます。 

ヘ 料金 

料金は、料金表Ⅲに定める基本料金、電力量料金、別表 1（再生可能エネルギー発電促進賦課金）

(3)によって算定された再生可能エネルギー発電促進賦課金、別表 2（燃料費調整）(1)ニによって

算定された燃料費調整額および別表 16（電源調達調整）(2)によって算定された電源調達調整

額の合計といたします。 

（イ）基本料金 

基本料金は、１月につき料金表Ⅲに定めるとおりといたします。ただし、まったく電気を

使用しない場合の 1月あたりの基本料金は、料金表Ⅲに定める基本料金額の半額といたしま

す。 

（ロ）電力量料金 

電力量料金は、その 1月の料金表Ⅲに定める時間帯別の使用電力量によって算定いたしま

す。 

 

（9）本条に記載する契約種別は、当社がお客さまに供給する電気について、再生可能エネルギー指定

の非化石証書を使用することにより、実質的に再生可能エネルギー電気 100％の調達を実現し、地

球温暖化対策の推進に関する法律（平成 10 年法律第 117 号）に基づく二酸化炭素排出係数（調

整後排出係数）を実質的にゼロとする契約種別です。 

本条に記載する契約種別における電源構成および非化石証書の使用状況の計画値は、当社 ホームペ

ージに掲示します。 

当社の電源構成、非化石証書の使用状況および二酸化炭素排出係数（調整後排出係数）の実績値は、

前年度の実績確定後当社ホームページにて掲示します。 

当社がお客さまに供給する電気に使用する非化石証書は、再生可能エネルギー指定のものとし、発

電所や電源の種類を特定するものではありません。ただし、お客さまの電力使用が当社の想定を上

回る場合や、非化石価値取引市場の状況等により非化石証書の調達状況が悪化した場合、および天

災地変、法令の制定または改廃その他当社の責めに帰すべからざる事由が発生した場合で当社がや

むを得ないと判断した際は、再生可能エネルギー指定ではない非化石証書を使用することや非化石

証書の使用状況が 100％とならないこと、実質的に再生可能エネルギー電気 100％の調達が実現され

ないこと、二酸化炭素排出係数が実質的にゼロとならないことがあります。 

 

第 17条（手続きに関する費用等） 

（1）申込者は、当社が別に定める料金表に従い手続きに関する費用等を当社に支払うことに同意して

いただくものとし、発生都度、利用料金にあわせて支払っていただきます。 

（2）契約者は、第 37条（契約の変更）を行なった場合には、当社が別に定める料金表に従い手続き

に関する費用等を当社に支払うものとします。 
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第 4 章 料金の算定および支払い 

第 18条（料金の適用開始の時期） 

料金は、供給開始の日から適用いたします。 

 

第 19条（検針日） 

検針日は、次により、実際に検針を行なった日または検針を行なったものとされる日といたします。 

（1）検針は、需給地点ごとに当社があらかじめお知らせした日（一般送配電事業者等が需給地点の属

する検針区域に応じて定めた毎月一定の日（以下「検針の基準となる日」といいます）および休日

等を考慮して定めます）に、一般送配電事業者等が各月ごとに行ないます。 

（2）契約者が不在等のため検針できなかった場合は、検針に伺った日に検針を行なったものといたし

ます。 

（3）一般送配電事業者等は、やむをえない事情のある場合には、(1)にかかわらず、当社があらかじ

めお知らせした日以外の日に検針を行なうことがあります。 

（4）一般送配電事業者等は、次の場合には、(1)にかかわらず、各月ごとに検針を行なわないことが

あります。なお、当社は、ロの場合は、非常変災等の場合を除き、あらかじめ契約者の承諾をえる

ものといたします。 

イ 供給開始の日からその直後の需給地点の属する検針区域の検針日までの期間が短い場合 

ロ その他特別の事情がある場合 

（5）(3)の場合で、検針を行なったときは、当社があらかじめお知らせした日に検針を行なったもの

といたします。 

（6）(4)イの場合で、検針を行なわなかったときは、供給開始の直後の需給地点の属する検針区域の

検針日に検針を行なったものといたします。 

（7）(4)ロの場合で、検針を行なわなかったときは、検針を行なわない月については、当社があらか

じめお知らせした日に検針を行なったものといたします。 

 

第 20条（料金の算定期間） 

（1）料金の算定期間は前月の検針日から当月の検針日の前日までの期間（以下「検針期間」といいま

す）といたします。ただし、契約者が電気の供給を開始した月の検針期間は、供給開始日から直後

の検針日の前日までの期間とし、本契約が終了した場合の検針期間は、直前の検針日から終了日の

前日までの期間といたします。 

（2）前項にかかわらず、当社があらかじめ契約者に電力量または最大需要電力が記録型計量器に記録

される日（以下「計量日」といいます）をお知らせした場合、「1 月」とは、前月の計量日から当月

の計量日の前日までの期間（以下「計量期間」といいます）といたします。ただし、契約者への電

気の供給を開始した月の計量期間は、供給開始日から直後の計量日の前日までの期間とし、本契約

が終了した場合の計量期間は、直前の計量日から終了日の前日までの期間といたします。 

 



 

-38- 

 

第 21条（使用電力量等の計量） 

(1) 使用電力量の計量は、原則として、一般送配電事業者等が需給地点ごとに取り付けた記録型計量

器により供給電圧と同位の電圧で、30分単位で計量いたします。 

(2) 料金の算定期間の使用電力量は、30分ごとの使用電力量を、需給地点ごとに、料金の算定期間（た

だし、契約者が需給地点を消滅させる場合で、特別の事情があるときは、直前の計量日から消滅日

までの期間といたします）において合計した値といたします。なお、料金の算定期間における時間

帯別の使用電力量は、次の場合ならびに（5）および（7）の場合を除き、時間帯ごとに、30分ごと

の使用電力量（乗率を有する電力量計の場合は、乗率倍するものといたします。）を合計した値と

いたします。 

イ 第 16条の 2（1）、（2）、第 16条の 3（3）、（4）をご契約の場合の１月のナイトの使用電力量

は、その１月の使用電力量からその１月のデイの使用電力量およびその１月のファミリーの使

用電力量を差し引いた値といたします。第 16条の 2（3）、第 16条の 3（5）をご契約の場合の

１月の夜間の使用電力量は、その１月の使用電力量からその１月の昼間の使用電力量を差し引

いた値といたします。第 16条の 2（4）、第 16条の 3（6）をご契約の場合の１月の夜間の使用

電力量は、その１月の使用電力量からその１月のピークの使用電力量およびその１月のオフピ

ークの使用電力量を差し引いた値といたします。第 16条の 2（5）、（6）第 16 条の 3（7）、（8）

をご契約の場合の１月のナイトの使用電力量は、その１月の使用電力量からその１月のデイの

使用電力量およびその１月のホリデーの使用電力量を差し引いた値といたします。 

ロ 第 16条の 2（1）、（2）、（5）、（6）、第 16条の 3（3）、（4）、（7）、（8）をご契約の場合で、料

金の算定期間に７月１日が含まれる場合には、夏季のデイの使用電力量は、その期間における

デイの使用電力量からその期間におけるその他季のデイの使用電力量を差し引いた値といたし

ます。 

ハ 第 16条の 2（1）、（2）、（5）、（6）、第 16条の 3（3）、（4）、（7）、（8）をご契約の場合で、料

金の算定期間に 10月１日が含まれる場合には、その他季のデイの使用電力量は、その期間にお

けるデイの使用電力量からその期間における夏季のデイの使用電力量を差し引いた値といたし

ます。 

ニ 第 19条（検針日）（２）の場合で、検針を行なわなかったときの使用電力量は、前回の検針

の結果によるものとし、次回の検針の結果の１月平均値（月数による平均値といたします。）に

よって精算いたします。第 16条の 2（1）、（2）、（5）、（6）、第 16条の 3（3）、（4）、（7）、（8）

をご契約の場合で、その１月に夏季およびその他季がともに含まれる場合には、その１月のデ

イの使用電力量は、その１月に含まれる夏季およびその他季の日数の比であん分してえた値と

いたします。ただし、第 16条の 2（6）、第 16条の 3（8）をご契約の場合で、第 22条（１）イ

またはロに該当する場合は、次回の検針の結果を料金の計算上区分すべき期間の日数に契約電

力を乗じた値の比率によりあん分してえた値によって精算いたします。 

ホ 第 19条（検針日）（７）の場合で、検針を行なわなかったときの使用電力量は、原則として

前回の検針の結果の１月平均値によるものとし、次回の検針の結果の１月平均値によって精算

いたします。第 16条の 2（1）、（2）、（5）、（6）、第 16条の 3（3）、（4）、（7）、（8）をご契約の

場合で、その１月に夏季およびその他季がともに含まれる場合には、その１月のデイの使用電
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力量は、その１月に含まれる夏季およびその他季の日数の比であん分してえた値といたします。

ただし、第 16条の 2（6）、第 16条の 3（8）をご契約の場合で、第 22条（１）イまたはロに該

当する場合は、次回の検針の結果を料金の計算上区分すべき期間の日数に契約電力を乗じた値

の比率によりあん分してえた値によって精算いたします。 

(3) 需給地点ごとの計量の結果は、各月ごとにすみやかに当社から契約者にお知らせいたします。 

(4) 技術上、経済上やむをえない場合等特別の事情がある場合は、計量器を取り付けないことがあり

ます。 

(5) 電力量計の故障等によって使用電力量を正しく計量できなかった場合には、料金の算定期間の使

用電力量および最大使用電力は、別表 8（使用電力量等の協定）を基準として、契約者と当社との

協議によって定めます。 

(6) 検針を行なうことが困難である等特別の事情がある場合で計量器を取り付けないときの料金の算

定期間の使用電力量は、別表 8（使用電力量等の協定）を基準として、契約者と当社との協議によ

って定めます。 

（7）計量器を取り替えた場合には、料金の算定期間における使用電力量または最大使用電力は、（5）

の場合を除き、次によります。 

イ 料金の算定期間における使用電力量は、取付けおよび取外しした計量器ごとに（１）に準じ

て計量した値を合算してえた値といたします。 

ロ 料金の算定期間における最大使用電力は、取付けおよび取外しした計量器ごとに（10）に準

じて算定された最大使用電力のうち、いずれか大きい値といたします。 

（8）夜間蓄熱式機器の計量等 

イ 特別の事情がある場合は、お客さまと当社との協議のうえ、夜間蓄熱式機器の使用電力量に

ついてその他の負荷設備とは別に計量することがあります。この場合、当該夜間蓄熱式機器に

ついては、専用の屋内電路を施設し、直接当該夜間蓄熱式機器に接続していただきます。また、

当社は、第 16条の 2（1）、（2）、第 16条の 3（3）、（4）をご契約の場合のナイト、第 16条の 2

（3）、（4）、第 16条の 3（5）、（6）をご契約の場合の夜間、または第 16条の 2（5）、（6）、第

16条の 3（7）、（8）をご契約の場合の毎日 11時から翌日 8時までの時間帯以外の時間は、適

当な装置または計量器を用いて電気の供給を原則としてしゃ断いたします。 

  なお、当社は、供給設備の状況により、当該夜間蓄熱式機器について通電開始時刻を、第 16

条の 2（1）、（2）、（3）、（4）、第 16条の 3（3）、（4）、（5）、（6）をご契約の場合前後２時間の

範囲内で、第 16条の 2（5）、（6）、第 16条の 3（7）、（8）をご契約の場合前後１時間の範囲内

で変更することがあります。ただし、通電時間の延長または短縮は行ないません。 

ロ イに該当する場合で、お客さまが希望されるときは、当該夜間蓄熱式機器について、当社は、

毎日１時から６時まで以外の時間は、適当な装置または計量器を用いて電気の供給をしゃ断い

たします。（この場合、当該夜間蓄熱式機器を以下「５時間通電機器」といいます。） 

  なお、当社は、供給設備の状況により、５時間通電機器について通電開始時刻を、第 16条の

2（1）、（2）、（3）、（4）、第 16条の 3（3）、（4）、（5）、（6）をご契約の場合前後２時間の範囲内

で、第 16条の 2（5）、（6）、第 16条の 3（7）、（8）をご契約の場合前後１時間の範囲内で変更

することがあります。ただし、通電時間の延長または短縮は行ないません。 
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ハ イおよびロの場合で、当社が電気の供給をしゃ断する電路に取り付けた電力量計によって計

量された使用電力量は、第 16条の 2（1）、（2）、第 16条の 3（3）、（4）をご契約の場合はナイ

トに使用されたものとし、第 16条の 2（3）、（4）、第 16条の 3（5）、（6）をご契約の場合は夜

間に使用されたものといたします。 

（9）（8）イおよびロの場合の各時間帯別の使用電力量は、電力量計ごとに（1）により計量した各時

間帯別の使用電力量を合算してえた値といたします。 

（10）料金の算定期間における最大使用電力は、電力量計により計量される 30分ごとの使用電力量の

最大値を２倍した値といたします。また、（8）イおよびロの場合の料金の算定期間における最大使

用電力は、電力量計ごとに計量される 30分ごとの使用電力量を合算してえた値のうち、最大とな

る値を２倍した値といたします。 

第 22条（料金の算定） 

（1）料金は、次の場合を除き、料金の算定期間を「1月」として算定いたします。 

イ 電気の供給を開始し、再開し、もしくは停止し、もしくは契約が終了した場合または需要場所

を新たに設定した場合 

ロ 契約種別、契約負荷設備、契約容量、契約電力等を変更したことにより、料金に変更があった

場合 

（2）料金は契約ごとに当該契約種別の料金を適用して算定いたします。 

（3）第 16条（従量メニュー）、第 16条の 2（オール電化向けメニュー）、第 16条の 3（グリーンメニ

ュー）に定める料金を変更した場合、料金変更直後の検針日から変更後の料金を適用します。 

 

第 23条（日割計算） 

（1）当社は、第 22条（料金の算定）(1)イまたはロの場合は、次により料金を算定いたします。 

イ 基本料金、最低料金または最低料金に適用される再生可能エネルギー発電促進賦課金は別表 9

（日割計算の基本算式）(1)イにより日割計算をいたします。 

ロ 電力量料金は、日割計算の対象となる期間ごとの使用電力量に応じて別表 9（日割計算の基本算

式）(1)ホにより算定いたします。ただし、料金適用上の電力量区分については、別表 9（日割

計算の基本算式） (1)ロにより日割計算をいたします。 

ハ 第 16条の 2（1）ホ（ハ）、（2）ホ（ハ）、（3）ホ（ハ）、（4）ホ（ハ）、第 16条の 3（3）ホ（ハ）、

（4）ホ（ハ）、（5）ホ（ハ）、（6）ホ（ハ）に定める最低月額料金は、別表 9（日割計算の基本

算式）(1)ハにより算定いたします。 

ニ 別表 12（2）に定めるオール電化割引上限額は、別表 9（日割計算の基本算式）(1)ニにより算

定いたします。 

ホ 再生可能エネルギー発電促進賦課金（最低料金に適用される再生可能エネルギー発電促進賦課

金を除きます）は、日割計算の対象となる期間ごとの使用電力量に応じて別表 9（日割計算の基

本算式）(1)ヘにより算定いたします。 

ヘ イ、ロ、ハ、ニおよびホによりがたい場合は、これに準じて算定いたします。 
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（2）第 22条（料金の算定）(1)イの場合により日割計算をするときは、日割計算対象日数には開始日

および再開日を含み、停止日および消滅日を除きます。また、第 22条（料金の算定）(1)ロの場合

により日割計算をするときは、変更後の料金は、変更のあった日から適用いたします。 

（3）当社は、日割計算をする場合には、必要に応じてそのつど計量値の確認をいたします。 

 

第 24条（料金の支払義務） 

（1）利用者の料金の支払義務は、次の日に発生いたします。 

イ 検針日といたします。ただし、第 19条（検針日）(5)の場合の料金については実際に検針を行

なった日とし、第 19条（検針日）(6)の場合の料金により精算する場合の精算額については次回

の検針日とし、また、第 21条（使用電力量等の計量および算定）(5)の場合は、料金の算定期間

の使用電力量または最大使用電力が協議によって定められた日といたします。なお、第 21条（使

用電力量等の計量および算定）(6)の場合は、その契約者の属する検針区域の検針日といたしま

す。 

ロ 契約が終了した場合は、終了日といたします。ただし、特別の事情があって契約の終了日以降

に計量値の確認を行なった場合は、その日といたします。 

（2）当社が定める J:COM電力家庭用コースの料金は、特に断りが無い限り全て税込表示となります。 

 

第 25条（料金その他の支払方法） 

（1）当社が提供する J:COM電力家庭用コースの料金は、第 16条（従量メニュー）、第 16条の 2（オー

ル電化向けメニュー）、第 16条の 3（グリーンメニュー）に定めるところによります。 

（2）料金の支払方法は、別記 3に定めるところによります。 

（3）契約者は、当社が有する契約者の料金その他の債務についての債権を譲渡することがあることを

あらかじめ承諾していただきます。また、当社は、前項にかかわらず、当社が指定した債権管理回

収業に関する特別措置法にもとづく債権回収会社（以下「債権回収会社」といいます。）が指定し

た金融機関等を通じて、債権回収会社が指定した様式により、料金を払い込む方法より支払ってい

ただくことがあります。この場合、債権回収会社が指定した金融機関等に払い込まれたときに当社

に対する支払いがなされたものといたします。 

（4）第 19条（検針日）(6)の場合、供給開始の日から直後の検針日の前日までを算定期間とする料金

は、供給開始の直後の検針日から次回の検針日の前日までを算定期間とする料金とあわせて支払っ

ていただきます。 

 

第 26条（延滞処理） 

（1）契約者は、料金その他の債務について、当月の支払期日にお支払がない場合で、翌月分とをあわ

せてお支払いただくこととした翌月の支払期日を経過してもなお支払がない場合（当社が支払を確

認できない場合も含みます）には、当社が別に定める料金表Ⅰ記載の延滞手数料を加算して当社に

支払っていただきます。 
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（2）前項の延滞処理にもかかわらず、契約者は、料金その他の債務（延滞手数料は除きます）につい

て、支払期日を経過してもなお支払がない場合には、当社が定める期日から支払の日の前日までの

日数について、年 14．5％の割合で計算して得た額を遅延損害金として当社に支払っていただきま

す。 

（3）当社は、本条で定める延滞手数料と遅延損害金を、重複して加算することはありません。 
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第 5 章 使用および供給 

第 27条（適正契約の保持） 

当社は、一般送配電事業者等から接続供給契約が電気の使用状態に比べて不適当であるとして、接続

供給契約を適正なものに変更することを求められた場合等、契約者との契約が電気の使用状態に比べて

不適当と認められる場合には、すみやかに契約を適正なものに変更していただきます。 

 

第 28条（力率の保持） 

（1）需要場所の負荷の力率は、90パーセント以上に保持していただきます。 

（2）契約者が進相用コンデンサを取り付ける場合は、それぞれの電気機器ごとに取り付けていただき

ます。ただし、やむをえない事情によって、2以上の電気機器に対して一括して取り付ける場合は、

進相用コンデンサの開放により、軽負荷時の力率が進み力率とならないようにしていただきます。

なお、進相用コンデンサは、別表 6（進相用コンデンサ取付容量基準）を基準として取り付けてい

ただきます。 

 

第 29条（需要場所への立入りによる業務の実施） 

当社および一般送配電事業者等は、次の業務を実施するため、契約者の承諾をえて契約者の土地また

は建物に立ち入らせていただくことがあります。この場合には、正当な理由がない限り、立ち入ること

および業務を実施することを承諾していただきます。 

なお、契約者のお求めに応じ係員は所定の証明書を提示いたします。 

（1）需給地点に至るまでの一般送配電事業者等の供給設備、または計量器等需要場所内の一般送配電

事業者等の電気工作物の設計、施工（取付けおよび取外しを含みます）、改修または検査 

（2）不正な電気の使用を防止するために必要な契約者の電気機器の試験、契約負荷設備、契約主開閉

器もしくはその他電気工作物の確認もしくは検査または電気の使用用途の確認 

（3）計量器の検針または計量値の確認 

（4）第 31条（供給の停止）、第 39条（契約の解約）(1)または第 41条（解除等）により必要な処置 

（5）その他約款によって、契約の成立、変更もしくは終了等に必要な業務または一般送配電事業者等

の電気工作物にかかわる保安の確認に必要な業務 

 

第 30条（電気の使用にともなう契約者の協力） 

（1）契約者の電気の使用が、次の原因で他の契約者の電気の使用を妨害し、もしくは妨害するおそれ

がある場合、または一般送配電事業者等もしくは他の電気事業者の電気工作物に支障を及ぼし、も

しくは支障を及ぼすおそれがある場合（この場合の判定は、その原因となる現象が最も著しいと認

められる地点で行ないます）には、契約者の負担で、必要な調整装置または保護装置を需要場所に

施設していただくものとしとくに必要がある場合には、供給設備を変更し、または専用供給設備を

施設して、これにより電気を使用していただきます。 

イ 負荷の特性によって各相間の負荷が著しく平衡を欠く場合 
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ロ 負荷の特性によって電圧または周波数が著しく変動する場合 

ハ 負荷の特性によって波形に著しいひずみを生ずる場合 

二 著しい高周波または高調波を発生する場合 

ホ その他イ、ロ、ハまたはニに準ずる場合 

（2）契約者が発電設備を一般送配電事業者等の供給設備に電気的に接続して使用される場合は、(1)

に準ずるものといたします。また、この場合は、法令で定める技術基準（以下「技術基準」といい

ます）、その他の法令等にしたがい、一般送配電事業者等の供給設備の状況等を勘案して技術上適

当と認められる方法によって接続していただきます。 

 

第 31条（供給の停止） 

（1）契約者が次のいずれかに該当する場合には、一般送配電事業者等は、その契約者について電気の

供給を停止することがあります。 

イ 契約者の責めとなる理由により生じた保安上の危険のため緊急を要する場合 

ロ 契約者の需要場所内の一般送配電事業者等の電気工作物を故意に損傷し、または亡失して、一

般送配電事業者等に重大な損害を与えた場合 

（2）契約者が次のいずれかに該当し、当社および一般送配電事業者等がその旨を警告しても改めない

場合には、一般送配電事業者等は、その契約者について電気の供給を停止することがあります。 

イ 契約者の責めとなる理由により保安上の危険がある場合 

ロ 電気工作物の改変等によって不正に電気を使用された場合 

ハ 契約負荷設備以外の負荷設備によって電気を使用された場合 

二 第 29条（需要場所への立入りによる業務の実施）に反して、当社および一般送配電事業者等の

係員の立入りによる業務の実施を正当な理由なく拒否された場合 

ホ 第 30条（電気の使用にともなう契約者の協力）によって必要となる措置を講じられない場合 

（3）契約者がその他約款に反した場合には、一般送配電事業者等は、その契約者について電気の供給

を停止することがあります。 

(4) (1)から(3)によって供給を停止する場合には、一般送配電事業者等は、一般送配電事業者等の供

給設備または契約者の電気設備において、供給の停止のための適当な処置を行ないます。なお、こ

の場合には、必要に応じて契約者に協力をしていただきます。また、停止のための適当な処置を行

なう場合には、その旨を文書等により契約者にお知らせすることがあります。 

 

第 32条（供給停止の解除） 

第 31条（供給の停止）によって電気の供給を停止した場合で、契約者がその理由となった事実を解消

したときには、一般送配電事業者等は、すみやかに電気の供給を再開いたします。 

 

第 33条（供給の中止または使用の制限もしくは中止） 

（1）一般送配電事業者等は、次の場合には、供給時間中に電気の供給を中止し、または契約者に電気

の使用を制限し、もしくは中止していただくことがあります。 

イ 異常渇水等により電気の需給条やむをえない場合 
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ロ 一般送配電事業者等が維持および運用する電気工作物に故障が生じ、または故障が生ずるおそ

れがある場合 

ハ 一般送配電事業者等が維持および運用する電気工作物の修繕、変更その他の工事上やむをえな

い場合 

ニ 非常変災の場合 

ホ その他保安上必要がある場合 

（2）(1)の場合には、当社および一般送配電事業者等は、あらかじめその旨を広告その他によって契

約者にお知らせいたします。ただし、緊急やむをえない場合は、この限りではありません。 

 

 

第 34条（違約金および損害賠償の免責） 

（1）契約者が以下のいずれかに該当し、そのために接続供給に係る料金の全部または一部の支払を

免れたとして、当社が一般送配電事業者等から、その免れた金額の 3 倍に相当する金額を違約金

として求められた場合には、契約者は当社に対し、その違約金相当額を支払っていただきます。 

イ 需要場所において電気を使用すること以外の用途に電気を使用した場合 

ロ 電気工作物の改変等によって不正には一般送配電事業者等の電線路を使用、または電気を使用

した場合 

ハ 契約負荷設備以外の負荷設備によって電気を使用した場合 

二 契約者が動力電力を利用されている場合で、変圧器もしくは発電設備等を介して、電灯または

小型機器を使用された場合 

（2）第 33条（供給の中止または使用の制限もしくは中止）(1)によって電気の供給を中止し、または

電気の使用を制限し、もしくは中止した場合で、それが当社の責めとならない理由によるものである

ときには、当社は、契約者の受けた損害について賠償の責めを負いません。 

（3）第 31条（供給の停止）によって電気の供給を停止した場合または第 41条（解除等）によって契

約を解除した場合もしくは契約が消滅した場合には、当社は、契約者の受けた損害について賠償の

責めを負いません。 

（4）漏電その他の事故が生じた場合で、それが当社の責めとならない理由によるものであるときには、

当社は、契約者の受けた損害について賠償の責めを負いません。 

 

第 35条（設備の賠償） 

契約者が故意または過失によって、その需要場所内の一般送配電事業者等の電気工作物電気機器その

他の設備を損傷し、または亡失した場合は、その設備について次の金額を賠償していただきます。 

（1）修理可能の場合 

修理費 

（2）亡失または修理不可能の場合 

帳簿価額と取替工費との合計額 
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第 6 章 契約の変更および終了 

第 36条（契約の変更） 

契約者が電気の契約の変更を希望される場合は、新たに電気の契約を希望される場合に準ずるものと

いたします。 

 

第 37条（契約者の氏名等の変更） 

契約者は、その氏名、名称または住所もしくは居所に変更があったときは、これを証明する書類を

添えて、すみやかに届け出ていただきます。 

 

第 38条（契約者の地位の承継） 

（1）相続または法人の合併により契約者の地位の承継があったときは、相続人または合併後相続する

法人もしくは合併により設立された法人は、これを証明する書類を添えて、すみやかに届け出てい

ただきます。 

（2）前項の場合に、相続人が 2人以上あるときは、そのうち 1人を当社に対する代表者と定め、これ

を届け出ていただきます。これを変更したときも同様とします。 

（3）前項の規定による代表者の届出があるまでの間、当社は、その相続人のうちの 1人を代表者とし

て扱います。 

（4）第 1項および第 2項の届出を行い、契約者の地位の承継をした相続人または法人は、当社が別に

定める手数料をお支払いいただきます。 

 

第 39条（契約の解約） 

（1）契約者が電気の使用を解約しようとされる場合は、あらかじめその解約期日を定めて、当社に通

知していただきます。当社は、原則として、契約者から通知された解約期日に供給を終了させるた

めの適当な処置を行ないます。 

（2）契約は、第 41条（解除等）および次の場合を除き、契約者が当社に通知された解約期日に消滅

いたします。 

イ 前項の規定による解約が小売電気事業者の変更を理由とする場合、約款の解約期日が、解約通

知を受領した日の翌日以降の最初の営業日の翌日から 2日後（記録型計量器を取り付けていない

場合は、当該通知を受領した日の翌日以降の最初の営業日の翌日から 8日後）の日よりも前の場

合でハに該当しない場合は、解約通知を受領した日の翌日以降の最初の営業日の翌日から 2日後

（記録型計量器を取り付けていない場合は、当該通知を受領した日の翌日以降の最初の営業日の

翌日から 8日後）の日に契約が消滅したものといたします。 

ロ 前項にもとづく解約が、引っ越し等により契約者がその需要場所での電気の供給を受けなくな

ることを理由とするものであり、かつ、イに該当しない場合、当社が契約者の解約通知を解約期

日の翌日以降に受けた場合は、通知を受けた日に契約が消滅したものといたします。 
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ハ 当社の責めとならない理由（非常変災等の場合を除きます）により、供給を終了させるための

処置ができない場合は、契約は供給を終了させるための処置が可能となった日に消滅するものと

いたします。 

（3）契約者が電気の解約をした場合、①契約者の責任の下で、契約者および他小売電気事業者との間

で新たな電気供給契約を締結する必要があること、②契約者および他小売電気事業者間で電気供給

契約が締結されず、電気供給に関し無契約となった場合には電気の供給が止まる可能性があること

を契約者は予め了承するものとします。 

 

第 39条の 2（契約者本人による手続きが困難な場合の解約等） 

(1)契約者本人が電気の使用の解約または変更を希望されているにもかかわらず、契約者本人による

手続きが困難な場合における解約または変更について、当社が別途定める契約者本人と一定の密

接な関係にある者から、当社にその旨申し出るものとします。 

(2)前項に基づく電気の使用の解約の申し出があり、かつ契約者が自ら契約の手続きを行うことが困

難な客観的かつ合理的な事由および電気の使用を継続することが困難な事由があると認められ

た場合は、当社は加入契約の解約を認めるものとします。なお、当社が本条に基づき電気の使用

の解約を認める場合は、前条の規定に準じて取り扱います。 

(3) 本条第 1項に基づく変更の申し出があり、かつ契約者が自ら契約の手続きを行うことが困難な

客観的かつ合理的な事由および現契約を継続することが困難な事由があると認められた場合は、

社会通念上相当と認められる範囲で、当社は電気の契約の変更を認めるものとします。なお、当

社が本条に基づき電気の契約の変更を認める場合は、第 36条の規定に準じて取り扱います。 

 

第 40条（供給開始後の契約の解約または変更にともなう料金および工事費の精算） 

（1）次の場合には、当社は、契約の消滅または変更の日に料金および工事費を、契約者に精算してい

ただきます。 

イ 当社との契約開始日にかかわらず、他小売電気事業者との契約期間も含め、契約者が契約容量

または契約電力を新たに設定し、または増加された後 1年に満たないでこれを消滅させる場合は、

このことを原因として当社が一般送配電事業者等から請求を受けた金額を申し受けます。 

また、当社は、契約者が契約容量または契約電力を新たに設定し、または増加されたことにと

もない一般送配電事業者等が新たに施設した供給設備について、一般送配電事業者等から請求を

受けた工事費相当額として算定される金額と既に申し受けた工事費負担金との差額および手数料

を申し受けます。なお、増加後に消滅させる場合の使用電力量は、契約容量または契約電力の増

加分と残余分の比であん分したものといたします。 

ロ 当社との契約開始日にかかわらず、他小売電気事業者との契約期間も含め、契約者が契約容量

または契約電力を新たに設定し、または増加された後 1年に満たないでこれを減少しようとされ

る場合は、このことを原因として当社が一般送配電事業者等から請求を受けた金額を申し受けま

す。 
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また、当社は、一般送配電事業者等の供給設備のうち契約容量または契約電力の減少に見合う

部分について、一般送配電事業者等から請求を受けた工事費相当額として算定される金額と既に

申し受けた工事費負担金との差額および手数料を申し受けます。 

なお、この場合の使用電力量は、契約容量または契約電力の減少分と残余分の比であん分した

ものといたします。 

ハ 一般送配電事業者等が将来の需要等を考慮して供給設備を常置する場合は、イおよびロにかか

わらず精算いたしません。 

（2）当社との契約開始日にかかわらず、他小売電気事業者との契約期間も含め、契約者が一般送配電

事業者等の供給設備を同一の使用形態で利用され、利用されてからの期間が 1年以上になる場合に

は、1年以上利用される契約容量等に見合う部分については，(1)にかかわらず精算いたしません。 

なお、契約の消滅または変更の日以降に 1年以上にならないことが明らかになった場合には、明

らかになった日に(1)に準じて精算を行ないます。 

（3）非常変災等やむをえない理由による場合は、(1)にかかわらず精算いたしません。 

 

第 41条（解除等） 

（1）契約者が、以下の各号のいずれかに該当するときは、当社は契約者との契約を解除することが

できるものとし、当該解除によって、契約者は当社に対して負担する一切の債務につき期限の利

益を失うものとし、直ちに債務の全額を一括弁済していただきます。この場合、当社は、契約を

解除する 15日前までに解除日を明示し、契約者に対して、契約を解除後、無契約となった場合に

は電気の供給が止まることおよび、契約者が希望される場合には、電気を供給することが義務付

けられている小売電気事業者から電気の供給を受けることができることを説明します。なお、契

約解除後であっても、当社は契約者に対して、一般送配電事業者等により電気の供給が停止され

た日（当該供給停止日よりも前に他の小売電気事業者から電気の供給が開始された場合は当該電

気の供給開始日の前日）までの料金を請求できるものといたします。 

イ 第 31条（供給の停止）によって、電気の供給を停止された契約者が当社の定めた期日までにそ

の理由となった事実を解消されないとき。 

ロ 料金の支払を遅延したとき。 

ハ 約款によって支払うこととなった工事費等を支払われないとき。 

二 約款の条項（第 51条（暴力団排除に関する条項）を含みます）に違反する行為があったと認め

られる場合およびそのおそれがあるとき。 

ホ 差押もしくは競売または滞納処分を受けたとき。 

へ 破産、民事再生その他の法的整理手続きの申立てを受けたとき、または自らこれらの法的倒産

手続きの申立てをなしたとき。 

（2）当社が、以下の各号のいずれかに該当するときは、契約者は当社との契約を解除することがで

きるものとします。 

イ 約款の条項（第 51条（暴力団排除に関する条項）を含みます。）に違反したとき。 

ロ 差押もしくは競売または滞納処分を受けたとき。 
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ハ 破産、民事再生、会社更生その他の法的倒産手続の申立てを受けたとき、または自らこれらの

法的倒産手続の申立てをなしたとき。 

（3）契約者が、第 39条（契約の解約）(1)による通知をされないで、その需要場所から移転され、電

気を使用されていないことが明らかな場合には一般送配電事業者等が供給を終了させるための処置

を行なった日に契約は消滅するものといたします。 

（4）本条に基づき契約が解除された場合、①契約者の責任の下で、他小売電気事業者との間で新たな

電気供給契約を締結する必要があること、②他小売電気事業者との間で、電気供給契約が締結され

ず、電気供給に関し無契約となった場合には電気の供給が止まる可能性があることを契約者は予め

了承するものとします。 

 

第 42条（契約消滅後の債権債務関係） 

契約期間中の料金その他の債権債務は、契約の消滅によっては消滅いたしません。 
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第 7 章 供給方法、工事および工事費の負担 

第 43条（供給方法および工事） 

（1）電気の需給地点は、当該一般送配電事業者等の電線路または引込線とお客さまの電気設備との接

続点といたします。 

（2）その他の供給方法および工事は、託送供給等約款に定めるところによるものといたします。 

 

第 44条（工事費負担金等の申受けおよび清算） 

（1）託送供給等約款に定めるところにより、当該一般送配電事業者等から、お客さまへの電気の供給

にともなう工事等に係る工事費負担金、費用の実費または実費相当額等の請求を受けた場合は、当

社は、お客さまから、その金額を原則として工事着手前に申し受けます。 

（2）お客さまが希望される場合または当社もしくは当該一般送配電事業者等が必要とする場合は、工

事費負担金に関する必要な事項について、原則として工事着手前に、工事費負担金契約書を作成い

たします。 

（3）当該一般送配電事業者等から、工事完成後、当該工事費負担金等の精算を受けた場合は、当社は、

工事費負担金等をすみやかに精算するものといたします。 

（4）託送供給等約款に定めるところにより、当社の負担で施設し、または取り付けることとされてい

る設備等については、原則として、お客さまの所有とし、お客さまの負担で施設し、または取り付

けていただきます。 

（5）お客さまの都合によって需給開始に至らないで申込みを取消しまたは変更される場合で、託送約

款等に定めるところにより、当社が当該一般送配電事業者等から費用の実費または実費相当額等の

請求を受けたときは、当社は、その金額をお客さまから申し受けます。 
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第 8 章 雑則 

第 45条（禁止事項） 

契約者が契約にもとづいてサービスを受ける権利は、譲渡することができません。ただし、当社

がとくに認める場合を除きます。 

 

第 46条（契約者に係る情報の取扱い） 

（1）当社は、基本情報（氏名、住所、電話番号および小売供給等契約の契約番号）、および供給（受

電）地点に関する情報（託送供給等契約を締結する一般電気事業者の供給区域、離島供給約款対象、

供給（受電）地点特定番号、託送契約高情報、接続送電サービスメニュー、力率、供給方式、託送

契約決定方法、計器情報、引込柱番号、系統連系設備有無、託送契約異動年月日、検針日、契約状

態、廃止措置方法）を、託送供給契約の締結、変更または解約のため、小売供給契約または電気受

給契約（以下「小売供給等契約」といいます）の廃止取次のため、供給（受電）地点に関する情報

の確認のため、および電力量の検針、設備の保守・点検・交換、停電時・災害時等の設備の調査そ

の他の託送供給等契約にもとづく一般電気事業者の業務遂行のため、小売電気事業者、一般送配電

事業者等および電力広域的運営推進機関との間で、契約者の個人情報を共同で利用することがあり

ます。 

（2）当社は、契約者に関する次の情報を取扱います。なお、業務の遂行上必要な範囲での利用には、

加入者に係る情報を当社の業務を委託している者、提携事業者もしくは特定事業者およびサービス

提供に係るクレジットカード会社等の金融機関に提供する場合を含みます。 

イ 契約者の氏名もしくは名称、電話番号、住所もしくは居所、請求書の送付先、生年月日に関す

る事項。 

ロ 契約内容に関する事項。 

ハ 利用料金等の請求額、利用料金等の滞納の事実およびその記録、請求先、支払方法、口座振替

に係る口座名義人および口座番号、クレジットカード会社、クレジットカード番号その他の料金請

求・支払いに関する事項。 

（3）当社は、前項に記載する契約者の個人情報を次の目的のために利用するものとします。 

イ 当社のサービスに係る契約の申込み、契約の締結、工事、料金の適用または料金の請求、サービ

スのメンテナンス、アフターサービス業務、変更・解約等に関する諸手続き、サービスに関するお

知らせ等の送付、その他の当社の契約等に係る業務遂行のため。 

ロ 契約者の電力の利用情報やサービス提供の記録に関する分析を行い、契約者が支障なく電力利用

が継続できるように設備の保守等を行うため。 

ハ 上記イ～ロのほか、契約者から同意を得た場合において、その範囲内で利用するため。 

（4）契約者は、前項に加えて、当社が J:COM 電力家庭用コースに関連して取得した契約者の毎時使

用電力量、電力使用頻度、電力使用時間帯等について､当社が次に定める利用目的の範囲内で利用す

る可能性があることにつき、予め同意するものとします。 

イ J:COM 電力家庭用コースを円滑に運営し、および J:COM 電力家庭用コースを構成する機能等の提

供（連絡や通知等のための電子メールの送信等を含みます。）で、J:COM 電力家庭用コースの認証
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情報、契約者の毎時使用電力量、電力使用頻度、電力使用時間帯等、その他 J:COM 電力家庭用コー

スの利用履歴等を利用すること。 

ロ J:COM 電力家庭用コースの利用者からの請求、問合せおよび、苦情に対し、対応または連絡等を

するために、J:COM電力家庭用コースの認証情報、その他 J:COM 電力家庭用コースの利用履歴等を

利用すること。 

ハ J:COM 電力家庭用コースの利便性の提供・向上、新たなプランの検討およびアフターサービス業

務等で、J:COM 電力家庭用コースの認証情報、契約者の毎時使用電力量、電力使用頻度、電力使用

時間帯等、その他 J:COM 電力家庭用コースの利用履歴等を利用すること。 

二 当社の営業・販売活動の促進やプロモーションを行うため、また、当社設備の保守および当社の新

規サービスの開発や当社のサービスレベルの維持・向上を図るため、契約者が当社の J:COM サー

ビスを利用しているときは、当該 J:COM サービスで取得した当該 J:COM サービスの利用に係る情

報(J:COM TV サービスで利用するセットトップボックスから取得する視聴状況、またはインターネ

ットの使用状況（法の趣旨に則り法律上保護されるべきものは除きます）ならびに操作に関する記

録等の情報を含むがこれらに限られない。)と、J:COM 電力家庭用コースの利用者の認証情報、契約

者の毎時使用電力量、電力使用頻度、電力使用時間帯等、その他 J:COM 電力家庭用コースの利用履

歴等や利用者の生年月日等の属性および契約内容に関する事項、認証情報に関連する住所もしくは

居所等に関する記録を突合する等して利用すること。 

第 47条（準拠法） 

契約に関する準拠法は、すべて日本国の法令が適用されるものとします。 

 

第 48条（合意管轄） 

契約者と当社との間における一切の調停、訴訟その他の紛争については、営業区域を管轄する簡

易裁判所または地方裁判所をもって第一審の専属的合意管轄裁判所とします。 

 

第 49条（言語） 

契約の適用および解釈にあたっては、日本語を有効言語とし、日本語以外の言語で解釈されたも

の、翻訳物は何ら効力をもたないものとします。 

 

第 50条（定めなき事項） 

契約に定めなき事項が生じた場合、当社および加入者は契約の趣旨に従い、誠意をもって協議の

上、解決にあたるものとします。 

 

第 51条（暴力団排除に関する条項） 

（1）当社および契約者は、互いに相手方に対し、約款締結時および将来にわたり、以下の各号の事

項を表明し、保証するものとします。 

イ 自らまたは自らの役員（業務を執行する社員、取締役、執行役またはこれらに準ずる者をい

います）、親会社、子会社、または関連会社が、暴力団、暴力団関係企業、総会屋もしくはこれらに

準ずる者またはその構成員（以下総称して「反社会的勢力」といいます）のいずれにも該当しない
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こと。 

ロ 反社会的勢力に自己の名義を利用させ、約款の締結および履行をするものではないこと。 

（2）前項のほか、当社および契約者は、互いに相手方に対し、直接または間接を問わず以下の各号

に定める行為を行わないことを表明し、保証するものとします。 

イ 自らもしくは第三者を利用した、詐術、暴力的行為、脅迫的言辞または法的な責任をこえた

不当な要求等の行為 

ロ 偽計もしくは威力を用いて相手方の業務を妨害し、または信用を毀損する行為 

ハ 反社会的勢力から名目の如何を問わず、資本または資金の導入および関係を構築する行為 

ニ 反社会的勢力に対して名目の如何を問わず、資金提供をする行為 

ホ 反社会的勢力が当社または契約者の経営に関与する行為 

 

第 52条（統計情報の取扱い） 

（1）当社は、契約者が本サービスを利用することによって得られる全ての情報を管理します。 

（2）前項に定める情報（個人を特定できる情報は含みません）は、当社が統計・集計等を行い、当

社の営業・プロモーション活動に活用することがあります。 

（3）当社は、契約者の本サービス利用に関する統計情報（個人を特定できる情報は含みません）を

作成することができます。なお、当該統計情報およびこれらに基づく情報は当社に帰属し、契約者

は如何なる権利も持たないものとします。 

 


